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第 1 章 国内外の ICT 市場の動向の調査 

1 節 ICT市場全体の動向 
1-1. ICT市場の動向 
 世界の ICT市場（支出額）1は、スマートフォンやクラウドサービスの普及を背景に 2017
年以降増加傾向で推移しており、2024 年はおよそ 5 兆ドル （前年比 7.7%増）、2025 年に
は 5.44 兆ドル（同 8.3%増）と大きく増加すると予測されている。2025 年にかけて特に増
加が予想されるのは、ITサービス、ソフトウェア、サイバーセキュリティ等であり、AI 技
術の発展によって関連するサービスやアプリケーション需要への支出が増加すると見込ま
れる。 
 

図表：世界の ICT市場規模（支出額）の推移及び予測 

 

出所：Canalysデータ 2を基に作成 
 
国内民間企業の IT 市場規模（ハード・ソフト・サービス含む、公共分野や民間小規模事

業者除く）は、 2023 年度 15兆 500 億円（前年度比 6.3%増）であり、2024 年度には 15 兆
8,900 億円（同 5.6%増）と予測され、その後も増加傾向で推移すると見込まれている。 

2023 年に増加した背景としては、オンプレミスからクラウドへの移行、電子帳簿保存法
やインボイス制度など法改正へのシステム対応、大企業を中心とした AI やデータ活用を含
む DX への対応が進められたことなどが挙げられる。2024 年も引き続きクラウドへの移行

 
1 IT サービス、通信サービス、ソフトウェア、インフラ、デバイス、周辺機器、サイバーセキュリティ、

ユニファイドコミュニケーションなどが含まれる。 
2 https://www.canalys.com/insights/it-spending-forecasts-2025 
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が進められており、データや AI を活用した「攻めの DX」に取り組む企業が増えることに
よって IT 投資も増加すると見込まれる。 

 
図表：国内民間 IT 市場規模（投資額）の推移及び予測 

 
注 1. 会計年度、且つ IT投資額ベース 
注 2. 民間 IT 市場には、ハードウェア、ソフトウェア、サービス等を含み、公共分野（官

公庁や自治体）や民間小規模事業者による IT投資を対象としない。 
出所：矢野経済研究所「国内企業の IT 投資に関する調査（2024年）」（2024 年 11 月 21

日発表）3 
 
 ハードウェア投資（名目）については、いずれの国も 2010 年以降増加傾向で推移して
いる。日本やドイツは 2000年頃に旺盛な投資があり、その水準は下回っている。ソフト
ウェア投資（名目）については、ハードウェア投資よりも傾向が顕著に出ており、米国・
英国・ドイツ・フランスが増加傾向で推移しているのに対して、日本は 2000年以降ほぼ
横ばいとなっている。ただ、2020年以降は緩やかな増加傾向がみられる。日本では 1995
年から 2000 年代前半にかけてハードウェア投資が減少し、ソフトウェア投資が増加する
という変化があったものの、2000年代後半以降は大きな変化はみられていない。 
 
 
 
 

 
3 https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/3678 
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図表：ハードウェア投資（名目）の推移 

 
出所：OECD Data Explorer 

 
図表：ソフトウェア投資（名目）の推移 

 
出所：OECD Data Explorer 

 
1-2. 日本のサービス収支の動向 
 国際収支統計のサービス収支は、国境を越えたサービス取引に関する資金の受取・支払
を記録している。項目別にみると、知的財産権等使用料 4や旅行 5は黒字である一方、通
信・コンピュータ・情報サービスやその他業務サービスなどは赤字が拡大しており、サー
ビス収支全体として赤字が続く状態となっている。2024 年（速報ベース）のサービス収支

 
4 産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）の使用料など 
5 旅行者が滞在先で取得した財貨とサービス（宿泊費、飲食費、娯楽費、現地交通費、土産物代など） 

0

50

100

150

200

250

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

日本 米国 英国 独国 仏国（2010年=100）

（年）

0

50

100

150

200

250

300

350

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

日本 米国 英国 独国 仏国（2010年=100）

（年）



7 
 

全体は、「通信・コンピュータ・情報サービス」収支と同程度の赤字規模（2.6 兆円）とな
っている。 
 

図表：サービス収支全体の推移と内訳 6 

 
出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 

 
 サービス収支におけるデジタル関連項目について、日銀レビュー「国際収支統計からみ
たサービス取引のグローバル化」7では、下記の 5項目をデジタル関連項目として分類して
いる。 
「著作権等使用料」については、OSやアプリケーションに関連するライセンス料が含ま
れているものの、映画や音楽、キャラクター関連のライセンス料や放映権料なども含まれ
ているため留意を要する。「通信サービス」は、インターネットだけではなく電話や衛星
などの通信料も含んでいる。「コンピュータサービス」は、クラウドサービス料金やシス
テムの開発・運用費、ゲームのダウンロード・サブスクリプション料金などが含まれてい
る。「情報サービス」は、各種データベースサービスや音声、映像、ソフトウェア以外の
コンテンツサービスの利用料などが含まれている。「専門・経営コンサルティングサービ
ス」は、その他業務サービスの内訳の 1 つであり、法務、会計、経営などのコンサルティ
ング料金の他、デジタル広告料が含まれている。 
 
 
 
 

 
6 2024 年は速報値 
7 https://www.boj.or.jp/research/wps_rev/rev_2023/data/rev23j09.pdf 
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図表：デジタル関連項目の定義 

 

出所：日本銀行「国際収支関連統計 項目別の計上方法」をもとに作成 
 
 デジタル関連項目の収支について、2014年以降のデータを確認すると、すべての項目で
「赤字」状態が続いている。通信サービスや情報サービスは規模が小さいものの、残りの
3 項目は 1 兆円を超える規模まで拡大している。また、直近 10 年で「著作権等使用料」は
約 2.2 倍、「コンピュータサービス」は約 2.1 倍、「専門・経営コンサルティングサービ
ス」約 3.7 倍に赤字が膨らんでいる。 
 「著作権等使用料」については、パソコンやスマートフォンに搭載されている OS の使
用料が含まれていると考えられる。日本の場合は Apple や Google、Microsoft への支払額
が多いと考えられる 8。また、スポーツイベントにおける放映権料も高騰しており 9、コン
テンツ配信に伴うライセンス料と合わせて支払が拡大していると考えられる 10。 
 「コンピュータサービス」については、クラウドサービスの利用拡大が大きいと考えら
れる。総務省「通信利用動向調査」11によると、企業のクラウドサービスの利用率は、
2014年の 38.7％から 2023 年には 77.7％まで拡大している。また、世界のクラウドサービ
ス市場では海外大手 3社（Amazon、Microsoft、Google）が 6 割超のシェアを占めており
12、日本市場においても同程度のシェアがあると推察される 13。2023 年の日本のパブリッ

 
8 内閣府「令和 6 年度 年次経済財政報告」 
9 https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2022FY/000273.pdf 
10 ただし、放映権料はオリンピックやサッカーW 杯で数百億円規模だと推測され、「著作権等使用料」

に占める割合は決して大きくない。 
11 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05a.html 
12 https://www.srgresearch.com/articles/cloud-market-growth-stays-strong-in-q2-while-amazon-

google-and-oracle-nudge-higher 
13 https://www.m2ri.jp/release/detail.html?id=549 

項目 定義
著作権等使用料 著作物（コンピュータソフトウェア、音楽、映像、キャラクター、文芸、学術、美術等）を複製して頒布（販売、無償

配布等）するための使用許諾料（ライセンス料）等を計上します。例えば、オペレーションシステム（OS）やアプリ
ケーションを搭載した端末を販売する場合に端末の販売会社がこれらのソフトウェアの著作権を有する会社に支払う
ライセンス料、映画・音楽のディスクやファイルを販売（貸与、配信を含む）する者が著作権者に支払うライセンス料、
キャラクター使用のライセンス料、映画の上映・放映権料、配給権料、ビデオ化に係る許諾料です。

通信サービス インターネット、電話、衛星といった通信手段の利用代金を計上します。基幹通信網の利用代金を含みます。

コンピュータサービス ソフトウェアの委託開発、コンピュータによる情報処理、ウェブページの設計・製作、ハードウェアのコンサルティング・維
持修理、ハードウェアの設置・ソフトウェアのインストール等のサービス取引を計上します。ゲーム等の汎用ソフトウェアを
エンドユーザーがオンラインで入手した場合（サブスクリプション契約を含む）のライセンス料やソフトウェアの著作権の
売買代金を含みます。
※但し、音楽・映像ソフトウェアについては、「音響映像・関連サービス」に計上します。

情報サービス 報道機関によるニュース配信のほか、音声・映像やソフトウェア以外のコンテンツをオンラインで提供するサービスの取
引を計上します。データベース、検索エンジン、図書館・アーカイブに係るサービス取引も含みます。

専門・経営コンサルティング
サービス

法務、会計・経営コンサルティング、広報、広告・市場調査に係るサービス取引を計上します。例えば、ウェブサイトの
広告スペースを売買する取引や、スポーツ大会のスポンサー料です。
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ククラウドサービスの市場規模（売上高）は、3兆円程度であり 14、その 6割は 1.8兆円
となる。2023年の「コンピュータサービス」への支払額は約 2.9 兆円であり、半分以上を
海外クラウドサービスへの支払が占めていると考えられる。 
 「専門・経営コンサルティングサービス」については、近年増加しているデジタル広告
料が含まれている。2014 年以降の「専門・経営コンサルティングサービス」への支払額と
日本のインターネット広告費はほぼ同様の規模で推移しており、大部分がインターネット
広告であると推察される 15。 
 

図表：デジタル関連項目の収支の推移 16 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 
 我が国の対地別の通信・コンピュータ・情報サービスについて確認すると、支払規模の
大きいいずれの国に対しても赤字状態が継続している。2023 年はシンガポール、オラン
ダ、アメリカ、中国、イギリスの順に赤字規模が大きい。 
 
 
 
 

 
14 総務省「令和 6 年版 情報通信白書」 
15 内閣府「令和 6 年度 年次経済財政報告」 
16 2024 年は速報値 

-2.1 
-2.6 -2.7 -2.6 -2.8 

-3.9 -3.8 
-4.4 -4.7 

-5.5 
-6.7 -8

-6

-4

-2

0

2

専門・経営コンサルティングサービス 情報サービス
コンピュータサービス 通信サービス
著作権等使用料 合計(兆円)



10 
 

図表：対地別の通信・コンピュータ・情報サービス＜収支＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 
 

図表：対地別の通信・コンピュータ・情報サービス＜支払＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
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図表：対地別の通信・コンピュータ・情報サービス＜受取＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 
 シンガポール、オランダ、イギリスについては、クラウドサービスへの支払が一定の割
合を占めていると考えられる。既述のとおり、2023 年の日本のパブリッククラウドサービ
スの市場規模（売上高）は、3 兆円程度であり、世界のクラウドサービス市場における海
外大手 3社（Amazon、Microsoft、Google）のシェア（およそ 6割）と日本国内でのシェ
アが同程度だとすると、日本企業はおよそ 1.8兆円を海外大手 3 社に支払っていることに
なる。Amazonはオランダ、イギリスに拠点を設けており 17、Microsoft はシンガポール
18、オランダ 19、イギリス 20に、Googleもシンガポール、オランダ、イギリスに拠点を設
けている 21。日本企業が海外大手 3社のクラウドサービスを契約し、支払っている金額の
一部が税制優遇などの関係で、シンガポール、オランダ、イギリスへの支払となっている
ことは十分に考えられる。実際に、Googleは、シンガポールに利益移転していた関係で申
告漏れを指摘されたことがある 22。また、オランダは法人税優遇とテクノロジーによって
スタートアップ企業のエコシステムが確立されており 23、クラウド大手企業にとっても重
要な拠点となっていることが考えられる。2023年の通信・コンピュータ・情報サービス収
支を確認すると、シンガポール、オランダ、イギリスへの支払額合計はおよそ 1 兆円であ
り、かなり部分がクラウドサービス支出で占められていることも考えられる。 

 
17 

https://ja.wikipedia.org/wiki/Amazon.com%E3%81%AE%E6%8B%A0%E7%82%B9%E4%B8%80%E
8%A6%A7 

18 https://local.microsoft.com/ja/communities/asia-pacific/singapore/ 
19 https://local.microsoft.com/ja/communities/emea/north-holland/ 
20 https://local.microsoft.com/ja/communities/emea/united-kingdom/ 
21 https://about.google/company-info/locations/ 
22 https://www.nikkan.co.jp/articles/view/502452 
23 https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2023/1203/876012ab4f814b89.html 
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 中国については、オフショアによるソフトウェア開発が一定の割合を占めていると考え
られる。オフショア開発.com『オフショア開発白書（2024年版）』によると、2024年の委
託先としては、ベトナム、中国の順に多くなっている。 
 

図表：オフショア開発委託先国別ランキング 

 
オフショア開発.com「オフショア開発白書（2024 年版）」24 

 
 また、情報処理推進機構（IPA）「IT 人材市場動向予備調査（中編）」によると、2006 年
時点で中国のオフショア開発における金額規模は 500 億円程度となっており、同年の通
信・コンピュータ・情報サービス収支を確認すると、支払額は 4,487 億円であり、およそ
10%が中国へのオフショア開発費用だと推測される。2023年に通信・コンピュータ・情報
サービス収支では、中国に対しておよそ 2,300億円の支払となっており、オフショア開発
費用が一定の割合を占めていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
24 https://www.offshore-kaihatsu.com/offshore_hakusho_2024/ 
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図表：オフショア開発規模の推移 

 
情報処理推進機構（IPA）「IT 人材市場動向予備調査（中編）」25 

 
 次に、対地別の知的財産権等使用料（著作権等使用料を含む 26）について確認すると、
シンガポールやドイツを除いて黒字となっている。2023 年の支払額については、アメリ
カ、シンガポール、イギリス、ドイツ、スイスの順に規模が大きい。支払規模では、著作
権等使用料が知的財産権等使用料全体に占める割合は約 6割であり、国によってこの割合
が異なることも考えると一概に著作権等使用料の比較はできないものの、OSやアプリケ
ーション関連のライセンス料が一定割合を占めていると考えられる。 
 一方、受取額に着目すると、2023 年はアメリカ、中国、タイ、イギリス、スイスの順に
規模が大きい。これは、アニメや映画、ゲーム等に活用されるキャラクターのライセンス
料が含まれているためだと考えられる。ヒューマンメディアによると、日本のコンテンツ
の海外売上は 2023年に 5 兆 8,000 億円規模となっている 27。キャラクターのライセンス
料は、売上の 5〜15%を基準とすることが一般的という見方もあり 28、概算では最大で
8,700 億円程度がコンテンツ関連のライセンス料ということになる。2023年の著作権等使
用料の受取額はおよそ 8,000億円であり、かなりの部分をライセンス料が占めており、日
本のコンテンツが流行している国の規模が大きくなっていると考えられる。 
 
 
 
 

 
25 https://www.ipa.go.jp/archive/jinzai/skill-standard/history.html 
26 知的財産権等使用料に占める割合は受取で 1 割程度、支払で 6 割程度。 
27 https://www.humanmedia.co.jp/database/index.html 
28 https://nokid.jp/blog/10096/ 
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図表：対地別の知的財産権等使用料＜収支＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 
 

図表：対地別の知的財産権等使用料＜支払＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
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図表：対地別の知的財産権等使用料＜受取＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 
 次に、対地別のその他業務サービス（専門・経営コンサルティングサービスを含む 29）
について確認すると、アメリカ、中国、ドイツで赤字が継続している。2023 年の支払額に
ついては、アメリカ、シンガポール、中国、イギリス、ドイツの順に規模が大きい。支払
規模では、専門・経営コンサルティングサービスがその他業務サービス全体に占める割合
は約 3 割と少なく、国によってこの割合が異なることも考えると専門・経営コンサルティ
ングサービスを比較することは難しいものの、各種コンサルティングや広告への支出が一
定の割合を占めていると考えられる。 
 各種コンサルティングについては、グローバルに事業を展開している大手コンサルファ
ームの本社は、デロイトトーマツコンサルティング（イギリス）、PwC コンサルティング
（イギリス）、EY ストラテジー・アンド・コンサルティング（イギリス）、ローランド・
ベルガー（ドイツ）、A.T.カーニー（アメリカ）、ベイン・アンド・カンパニー（アメリ
カ）、ボストンコンサルティンググループ（アメリカ）となっており、日本企業からこれ
らのコンサルファームへの支払が一定程度あるとみられる。 
 広告については、Google や Meta（旧 Facebook）が収益源としており、規模も大きい。
日本の場合、Google AdSense（広告サービス）は「Google Asia Pacific Pte. Ltd.」によっ
て管理されており 30、拠点がシンガポールにある。また、Meta もアジア太平洋地域のユー
ザは、シンガポールの子会社である「Facebook Singapore Pte. Ltd.」と契約しているとさ

 
29 その他業務サービスに占める割合は受取で 2 割程度、支払で 3 割程度。 
30 https://support.google.com/adsense/answer/1322028?sjid=16524638186568913169-AP 

https://guuterublog.com/google-adsense-singapore-tax-apply/ 
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れている 31。つまり、シンガポールへの支払については、Google、Meta への広告費用が
かなりの部分を占めているとみられる。 
 

図表：対地別のその他業務サービス＜収支＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 
 

図表：対地別のその他業務サービス＜支払＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 

 
31 https://ja.m.wikipedia.org/wiki/Meta_(%E4%BC%81%E6%A5%AD) 
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図表：対地別のその他業務サービス＜受取＞ 

 

出所：財務省「国際収支統計」を基に作成 
 
 諸外国の通信・コンピュータ・情報サービス収支について確認すると、2023 年時点で日
本とドイツはほぼ同規模の赤字となっているものの、それ以外の諸外国は黒字となってい
る。デジタル領域では GAFAM を中心とした米国企業の存在感が大きく、米国は大額な黒
字だと想像されやすいものの、100 億ドル程度の黒字にとどまっている。米国以上にアイ
ルランドやインドの黒字額が大きいことがわかる。 
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図表：諸外国の通信・コンピュータ・情報サービス収支 

 

出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」32 
 
 アイルランドについては、法人税率の低さから大手 IT企業が拠点を設け、グローバル
に提供しているサービスから得られた収益を集約し、税負担を軽くしているとされる 33。
つまり、国際収支統計上は、米国企業に支払っているクラウドサービス利用料のかなりの
部分が米国への支払としてではなく、アイルランドへの支払として計上されている可能性
が高い。近年、こうしたグローバル企業の節税策に対し、利益の一定割合を課税の根拠と
なる結びつきのある国・地域に配分することや、最低法人税率（15%）を設定することな
どの議論が進んでおり 34、国際収支に影響を及ぼすことも考えられる。なお、海外の主要
事業者は、決算発表資料の中で下記のような言及をしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
32 「International trade in digitally-deliverable services, value, shares and growth, annual」より取得 

https://unctadstat.unctad.org/datacentre/ 
33 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC086QY0Y1A400C2000000/ 
34 https://www.jetro.go.jp/biznews/2021/07/46506f5751c7784c.html 
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図表：海外主要事業者の言及 

Google 

(Alphabet) 

• 当社は米国管轄区と多くの州および外国管轄区で所得税申告を行っています。 
• 主な税務管轄は米国とアイルランドの 2 つである。 
• 2016年から 2022年までの課税年度については、アイルランドの税務上の適切な政
府機関による調査の対象となる。 

Amazon 

• 当社は、中国、フランス、ドイツ、インド、日本、ルクセンブルク、英国を含むさまざま
な州およびその他の外国の管轄区域でも課税対象となっています。 

• 当社は、主に 2011年以降、これらの特定の管轄区域に関して関係当局による監
査または調査および追加評価を受けているか、または受ける可能性があります。 

Facebook 

(Meta) 

• 当社は米国をはじめ、様々な州および外国の管轄区域において課税の対象となって
います。 

• 当社が潜在的な調査の対象となっている重要な法域には、米国およびアイルランドが
含まれる。 

Apple 

• 当社は税率の変更、米国または国際的な新税制の導入、追加的な税負担のリスク
にさらされる可能性があります。 

• 当社は米国および当社の子会社が多数設立されているアイルランドやシンガポールを
含む多数の外国管轄区域において課税の対象となる。 

• 当社の実効税率は、法定税率が異なる国での利益構成の変化、繰延税金資産お
よび負債の評価額の変化、新たな税金の導入などにより影響を受け、税法またはその
解釈の変更により影響を受ける。 

Microsoft 

• 地域運営センターがあり、顧客との契約・注文処理、請求、与信・回収、情報処理、
ベンダー管理・物流などの業務をサポートしている。 

• アイルランドのセンターはアフリカ、アジア太平洋、欧州、中東地域をサポートしている。 
• バージニア州アーリントン、ジョージア州アトランタ、ノースカロライナ州シャーロット、ノース
ダコタ州ファーゴ、フロリダ州フォートローダーデール、ワシントン州レドモンド、ネバダ州リ
ノ、プエルトリコのセンターはアメリカ地域をサポートしている。 

• 2023年度および 2022年度の実効税率はそれぞれ 19％および 13％であった。当
社の実効税率は米国法定税率を下回りましたが、これは主にアイルランドにある海外
地域事業センターを通じて当社の製品およびサービスを生産・販売した結果、海外の
管轄区域において低い税率で課税された利益によるものです。 

• 2023年度、米国よりも低い税率で課税されるアイルランドの海外地域運営センター
は、税引前海外所得の 81%を生み出しました。 

出所：各社決算発表資料を基に作成 
 
 インドについては、2000 年頃からソフトウェア開発等のアウトソーシング先として注目
されるようになり、特に米国企業によるアウトソーシング（オフショア）の規模が大き
く、業界全体では売上高の半分以上を米国市場に依存していると言われている 35。豊富な

 
35 https://www.nikkei.com/prime/ft/article/DGXZQOCB152VQ0V10C25A1000000 
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IT人材を背景に IT サービス市場は拡大を続けており、IT-BPM（Business Process 
Management）産業の輸出額は 2022 年度に 2,000億ドル規模まで拡大している 36。 
 
 最後に、2023 年の諸外国の通信・コンピュータ・情報サービス収支を GDP で基準化
（収支÷GDP）すると、インド、オランダ、イギリスの順に高く、米国や中国はそれほど
高くない。デジタル赤字である 3か国（ドイツ、日本、シンガポール）についてはほとん
ど差がなく、GDP の規模を考慮した場合には、同程度の水準だと言える。 
 

図表：諸外国の GDPで基準化した通信・コンピュータ・情報サービス収支 37 

 
出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」、World Bank「World Development Indicators」38 

 
  

 
36 https://cicc.or.jp/japanese/wp-content/uploads/20240208-02in.pdf 
37 アイルランドは約 0.4 と突出して高いため、グラフからは除いている。 
38 https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.MKTP.CD 
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2 節 ICTサービス及びコンテンツ・アプリケーション市場の動向 
2-1. 動画配信・音楽配信・電子書籍 
世界の動画配信市場はコロナ禍で急成長したものの、今後は緩やかな成長となり、2029

年には 1,270 億ドル（2023 年の 1.2 倍）と予測されている。ここ数年でサービス提供プラ
ットフォームが増えたものの、今後はこれまでのような利用者数の急増は予想しにくい状
況となっている。 
世界の音楽配信市場は増加傾向で推移しており、2024 年には 204 億ドル（前年比 7.4％

増）となった。直近 10 年で市場規模は 8 倍近くまで拡大している。 
世界の電子書籍市場は今後も緩やかに成長することが見込まれ、2024 年の 146 億ドル

（前年比 3.2％増）から 2029 年には 157 億ドルまで増加すると予測されている。 
 

図表：世界の動画配信の市場規模の推移及び予測 

 

*の付された年は予測値となっている。 
出所：Statista 
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図表：世界の音楽配信の市場規模の推移及び予測 

 

出所：Statista39 
 

図表：世界の電子書籍の市場規模の推移及び予測 

 
出所：Statista40 

 
日本の 2024 年の動画配信市場は 5,930億円（前年比 3.3％増）、音楽配信市場は 1,233 億

円（前年比 5.8％増）、電子書籍市場は 5,660 億円（前年比 5.8％増）となっており、いずれ
の市場も成長が継続した。動画配信市場はコロナ禍に入った 2020 年と比べても約 1.5 倍ま

 
39 https://www.statista.com/statistics/587216/music-streaming-revenue/ 
40 https://www.statista.com/outlook/amo/media/books/ebooks/worldwide 
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で拡大している。音楽配信市場はダウンロード型の需要が減少傾向にある一方、ストリーミ
ングで視聴するサブスクリプション型の需要が拡大しており、全体の 9 割以上を占めてい
る。電子書籍市場は電子コミックが全体の 9 割以上を占めており、引き続き成長を牽引し
ている。 

 
図表：日本の動画配信・音楽配信・電子書籍の市場規模の推移 41 

  
出所：GEM Partners「動画配信（VOD）市場 5年間予測（2025-2029年）レポート」

42、一般社団法人日本レコード協会「統計情報」43、全国出版協会・出版科学研究所
（2025）「季刊 出版指標 2025年冬号」44を基に作成 

 
2-2. SNS 市場 
世界のソーシャルメディア利用者数は、2024 年の 41.1 億人から 2029年には 58.7 億人に

増加すると予測されている。テキストによるコミュニケーション用途だけではなく、ショー
ト動画の視聴やライブコマースといった用途での利用も増えている。一方、SNS を巡って
は、なりすましや闇バイトなど社会問題に発展する事象も発生しており、今後は健全なサー
ビスの確立も求められている。 

 

 
41 動画配信市場規模は、契約形態に関わらず、消費者が動画配信サービス事業者に支払った金額の総額 
42 https://www.gem-standard.com/columns/1029 
43 https://www.riaj.or.jp/g/data/annual/dg_t.html 
44 https://shuppankagaku.com/wp/wp-

content/uploads/2025/01/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%
83%AA%E3%83%BC%E3%82%B92501.pdf 
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図表：世界のソーシャルメディア利用者数 45の予測 

 
出所：Statista46 

 
世界のソーシャルメディア利用者数をサービス別にみると、Facebook が最も多く、次い

で TikTok、WhatsAppとなっている。特に TikTok については、2017 年に世界的に提供が
開始されて以降、順調に利用者数が増加しており、他の主要 SNS と比較しても急拡大して
いることが分かる。一方、TikTokを巡っては、強力なアルゴリズムの選挙に対する影響が
民主主義への脅威と認識されるようになりつつあり、また、若者に及ぼす弊害も踏まえて欧
米諸国を中心に調査や議論が行われている 47。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
45 ソーシャルメディアサイトやアプリケーションを月 1 回以上利用する人 
46 https://www.statista.com/forecasts/1146659/social-media-users-in-the-world 
47 

https://www.swissinfo.ch/jpn/%E7%A7%91%E5%AD%A6/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E3%81%A7
%E5%BA%83%E3%81%8C%E3%82%8Btiktok%E3%81%B8%E3%81%AE%E6%87%B8%E5%BF%
B5%E3%80%80%E3%82%B9%E3%82%A4%E3%82%B9%E3%82%8216%E6%AD%B3%E6%9C%A
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図表：世界の主要なソーシャルメディアにおける利用者数（アクティブユーザ数）の推

移及び予測 

 
出所：Statista Market Insights48 

 
 日本のソーシャルメディア利用者数は、2023 年の 1 億 580 万人から 2028 年には 1 億
1,360 万人に増加すると予測されている。若者中心のコミュニケーション手段からあらゆる
年代におけるコミュニケーション手段へと変化しており、今後は緩やかな増加が継続する
と見込まれる。また、若年層を中心に Instagramや TikTok などショート動画や写真等が主
流なビジュアル型の SNSが普及している。さらに、海外では実名登録が一般的である一方、
日本では匿名性と身内での共有を重視する文化が強いことが特徴だと言われている 49。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
48 https://www.statista.com/outlook/amo/advertising/social-media-advertising/worldwide 
49 https://www.lifepepper.co.jp/abroad/sns-popular/ 
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図表：日本のソーシャルメディア利用者数 50の推移及び予測 

 
出所：Statista51 

 
2-3. メタバース市場 
世界のメタバース市場は、2024 年の 744 億ドルから 2030 年には 5,078 億ドルまで拡大

すると予測されている。内訳をみると、「eコマース」、「ゲーム」、「ヘルス＆フィットネス」
の順に規模が大きく、次いで「ワークプレイス」、「教育」となっている。当面、市場を牽引
するのは、主に消費者向けのメタバースサービスだと考えられ、これから様々なサービス開
発が進むものと見込まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
50 ソーシャルメディア・サイトやアプリケーションを定期的に（少なくとも月 1 回以上）利用する人数 
51 https://www.statista.com/statistics/278994/number-of-social-network-users-in-japan/ 
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図表：世界のメタバース市場規模の推移及び予測 

 

出所：Statista52 
 

 日本のメタバース市場（プラットフォーム、コンテンツ・インフラ等、XR 機器の合
計）は、2024年度に 2,750 億円と見込まれ、2028 年度には 1 兆 8,700 億円まで拡大する
と予測されている。コロナ禍で注目が高まったメタバースは、現在黎明期または幻滅期に
差し掛かっているとみられており、用途やビジネスモデルなど地に足のついたビジネス展
開が模索されている。今後は、XR デバイスの進展や AI 技術の発展、認知向上などによっ
て市場が拡大することが期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
52 https://www.statista.com/outlook/amo/metaverse/worldwide 
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図表：日本のメタバース市場規模（売上高）の推移及び予測 

 
注 1. 市場規模は、メタバースプラットフォーム、プラットフォーム以外（コンテンツ、

インフラ等）、メタバースサービスで利用される XR（VR/AR/MR）デバイスの合算
値。プラットフォームとプラットフォーム以外は事業者売上高ベース、XRデバイス
は販売価格ベースで算出している。 

注 2. エンタープライズ（法人向け）メタバースとコンシューマー向けメタバースを対象
とし、ゲーム専業のメタバースサービスは対象外とする。 

出所：矢野経済研究所「メタバースの国内市場動向調査（2024年）」（2024 年 12 月 9 日発
表）53 

 
2-4. EC 市場 
 世界の EC市場の売上高は、引き続き増加傾向で推移し、2024 年の 7.2兆ドルから 2028
年には 10.4 兆ドルまで拡大すると予測されている。また、小売売上高に占める e コマース
の割合は、2024 年の 24.8％から 2028 年には 29.3％まで拡大すると見込まれている。e コ
マースサイトでは多種多様な商品が選択でき、送料無料サービスやポイント付与、口コミ確
認など実店舗とは別のメリットを享受できるようになっており、引き続き e コマース市場
は拡大することが見込まれる。 
 
 
 
 
 

 
53 https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/3688 
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図表：世界の実店舗及び e コマース小売売上高の推移と予測 

 

出所：Statista（eMarketer）54 
 

 国別の 2024 年から 2029 年までの EC 市場の年平均成長率は、ブラジルやインド、ロシ
アが高く、中国、日本、米国が続いている。欧州各国（ドイツ、フランス、英国）は 8％程
度の成長が予測されており、韓国は 4.5％程度の低い成長率が予測されている。 
 

図表：各国の EC市場の年平均成長率（2024 年～2029年） 

 

出所：Statista「Statista Digital Market Insights」55 

 
54 https://www.statista.com/statistics/1095969/retail-sales-by-channel-worldwide/ 
55 https://www.statista.com/forecasts/220177/b2c-e-commerce-sales-cagr-forecast-for-selected-

countries 
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2-5. 電子決済市場 
電子決済は、現金ではなく電子的なデータの送受によって決済する方式のことであり、電

子マネーやQR コード決済などがある。サービスの利用者にとっては利便性の向上、提供者
にとっては業務効率化への貢献などのメリットがある。2023 年のモバイル決済（モバイル
ウォレット）での取引額は 9 兆 4,000 億ドルとなっており、2024 年は 10 兆 8,500 億ドル、
2029 年には 23 兆 5,000 億ドルまで拡大すると予測されている。導入コストの低下や決済
用途の拡大、ポイント付与などのメリットによって更なる拡大が予想される。 
 

図表：世界のモバイル決済での取引額 56 

 

出所：Statista57 
 
主要各国のモバイル決済での取引額を比較すると、中国が圧倒的に大きく、2024 年時点

で世界全体のおよそ半分（49.0%）を占めている。今後は、世界的にモバイル決済が普及す
ると予想され、中国の比率は徐々に低下していくと見込まれる。中国に次いで、米国、イン
ドの規模が大きく、日本は韓国や欧州各国よりも少し規模が大きくなっている。 
 
 

 
56 デジタルウォレットアプリケーションベースの非接触型取引を対象とし、モバイルカードリーダー、非

接触型カード決済は含まない。 
57 https://www.statista.com/outlook/fmo/digital-payments/mobile-pos-payments/worldwide 
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図表：主要各国のモバイル決済での取引額 

 
出所：Statista58 

 
また、近年の決済業界は、モバイル決済だけではなく、仮想通貨やフィンテックなどデジ

タル技術の発展と共に様々な変化が起こっている。そのような中、2024 年のトレンドとし
ては、即時決済やモバイル決済ソリューションへの需要の高まりの他、AI 技術を活用した
決済処理・不正検知も業界としてかなり影響があるとみられている。また、中央銀行による
デジタル通貨導入については、国際決済銀行（Bank for International Settlements、BIS）の
調査 59によれば世界の中央銀行の 93%が何らかの検討をしているとされており、世界的に
大きな変革をもたらすことも予想される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
58 https://www.statista.com/outlook/fmo/digital-payments/mobile-pos-payments/worldwide 
59 https://www.bis.org/publ/bppdf/bispap136.pdf 
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図表：決済業界のトレンド（2024年） 

 
出所：Statista60 

 
2-6. 検索サービス市場 
検索エンジン（デスクトップ）の世界市場は Google が高いシェアを誇っているものの、

近年は徐々に低下してきており、2024年 12 月時点では 79.1％となっている。一方、直近 3
～4年はBingのシェアが拡大傾向であり、2024年12月時点では 11.9％まで拡大している。
Microsoft 社のブラウザ「Edge」がデフォルトの検索エンジンとして Bingを設定しており、
シェア拡大に寄与しているとみられる。今後は、生成 AI の活用が拡大することで、検索サ
ービス市場への影響が顕在化することも考えられる。 
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図表：世界における検索エンジンのシェア（デスクトップ） 

 
出所：Statista（StatCounter）61 

 
 検索エンジン（モバイル）の世界市場はデスクトップ以上に Google が非常に高いシェア
を誇っており、2024 年 12 月時点では 93.9％となっている。このような中、Googleの検索
市場での独占状態は違法だという判決や方針が世界的に出始めており、日本でも 2024 年 12
月に独占禁止法に違反したとして、公正取引委員会が排除措置命令を出す方針だと報道さ
れている 62。 
 

図表：世界における検索エンジンのシェア（モバイル） 

 
出所：Statista（StatCounter）63 

 
 検索エンジン（タブレット）の世界市場でも Google が非常に高いシェアを誇っており、

 
61 https://www.statista.com/statistics/216573/worldwide-market-share-of-search-engines/ 
62 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUE019SH0R01C24A1000000/ 
63 https://www.statista.com/statistics/1358006/worldwide-mobile-market-share-of-search-engines/ 
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ここ 10 年は 90％前後で推移している（2024 年 12 月時点では 89.5%）。次いで高いシェア
なのが bing（5.5％）であり、この 2つのサービスで 95％を占めていることから、モバイル
での利用と同様に非常に寡占的な状況であると言える。 
 

図表：世界における検索エンジンのシェア（タブレット） 

 
出所：Statista（StatCounter）64 

 
 各国における検索エンジンの利用状況 65を確認すると、2024 年時点でも日本、米国、ド
イツでは Google が最も利用されており、次いで Yahoo!、Bing となっている。一方、中国
では Baidu が最も利用されており、Google や Bing を利用しているユーザは 3 割弱となっ
ている。また、利用者のプライバシーの保護と利用履歴等を記録保存しないことを明言して
いる DuckDuckGo が日本で 5位、米国、ドイツで 4 位となっており、一定規模の利用者が
いることが分かる。DuckDuckGo は検索結果のパーソナライズを行わないため「フィルタ
ーバブル」に陥らない点も指摘されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
64 https://www.statista.com/statistics/1381622/worldwide-mobile-market-share-of-search-engines/ 
65 過去 4 週間に利用した検索エンジン（デバイスは問わない）を複数回答で尋ねた結果 
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図表：各国における検索エンジンの利用状況 

 
出所：Statista66データを基に作成 

 
2-7. AI市場の動向 
 AI の社会実装が進んでおり、世界の AI 市場（ハードウェア、ソフトウェア、サービスの
合計）は、2023 年に 1,359 億ドルだったものが 2024 年には 1,840 億ドル、2030 年には
8,267 億ドルまで拡大すると予測されている。AI 市場には音声認識、画像処理、自律走行車
など幅広いアプリケーションが含まれ、生成 AI 技術の進歩・普及によって今後も社会実装
が進むものと予想される。 
 

図表：世界の AI 市場規模の推移及び予測 

 

出所：Statista67 
 
 また、世界の生成 AI 市場は、2023 年に 205 億ドルだったものが 2024 年には 361 億ドル
（AI 市場全体の 19.6％）、2030 年には 3,561 億ドル（同 43.1%）まで拡大すると予測され
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ている。背景には、ChatGPT が 2022 年に公開されて以降、Gemini、Copilot、DeepSeek
など数多くのモデル・サービスが登場し、急速に普及が進んでいることが挙げられる。企業
でもプログラミング、文章の要約、マーケティング、コールセンターやカスタマーサポート、
イラストやポスター作成など様々な用途で活用が進んでおり、これまでは人手不足対策や
業務効率化の目的で利用されることが多かったものの、今後は新たなサービス創出を目指
した活用も進むとみられる。また、生成 AI 技術を活用した AI エージェント 68やフィジカ
ルインテリジェンス 69分野の発展も市場拡大を後押しするとみられる。 
 

図表：世界の生成 AI 市場規模の推移及び予測 70 

 

出所：Statista71 
 
 AI はまだ技術的に発展途上であり、ビジネスや社会実装の基礎となる研究が世界各地で
行われている。AIRankings では、論文数などを基に AI 研究をリードする国や企業・大学等
が公表されている。国別では、米国、中国、イギリス、ドイツの順となっており、日本は毎
年 11～12 位で推移している。 
 
 
 
 
 

 
68 人の介入なしに特定のタスクを自律的に実行する AI システム 
69 AI と機械（ロボット等）が高度に融合することで実現するシステム 
70 生成 AI 関連のハードウェア（サーバ、ストレージ等）、ソフトウェア、サービス、広告、ゲームが含

まれる。 
71 https://www.statista.com/forecasts/1449838/generative-ai-market-size-worldwide 
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図表：国別 AI ランキング（Top15）の推移 

 

出所：AIRankings（2025 年 2月 25 日参照）72を基に作成 
 
2-8. 広告市場の動向 
社会生活への ICTの普及を受けて広告市場におけるデジタル広告 73の拡大が続いている。 

 世界の広告費をみると、2024 年にはデジタル広告が 4,698 億ドル（前年比 10.7％増）と
なり、総広告費に占める割合も 60.8%まで拡大する見通しとなっている。今後も引き続きデ
ジタル広告が拡大し、2027 年には広告費全体の 66.1%まで増加すると見込まれる。デジタ
ル広告については、毎年 10％近い成長が見込まれ、小売事業者が展開するリテールメディ
アの拡大や検索連動型広告、ソーシャルメディア広告が成長を牽引すると見込まれる。 
 
 
 
 
 
 

 
72 https://airankings.org/ 

ランキングは、Scope は World、領域（AI In General、Computer Vision 等）はすべてを選択した場

合における Country（国）単位の「AI Index」を用いている。なお、データは随時更新されているた

め、閲覧するタイミングによって変動がある。 
73 デジタル広告については、オンライン上（動画、メール、アプリケーション内も含む）に掲載される広

告と定義する。 

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
1 米国 米国 米国 米国 米国
2 中国 中国 中国 中国 中国
3 イギリス イギリス イギリス イギリス イギリス
4 ドイツ ドイツ ドイツ ドイツ ドイツ
5 カナダ カナダ カナダ カナダ オーストラリア
6 オーストラリア オーストラリア オーストラリア オーストラリア カナダ
7 シンガポール 韓国 シンガポール シンガポール シンガポール
8 韓国 シンガポール 韓国 韓国 韓国
9 インド スイス スイス スイス スイス

10 イスラエル イスラエル インド インド インド
11 日本 日本 イスラエル イスラエル 日本
12 スイス インド 日本 日本 イスラエル
13 オランダ オランダ イタリア オランダ イタリア
14 イタリア イタリア オランダ イタリア オランダ
15 フランス オーストリア デンマーク オーストリア オーストリア
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図表：世界の媒体別広告費の推移及び予測 

 
出所：電通グループ「世界の広告費成長率予測（2024〜2027）」（2024 年 12 月 3日）74を

基に作成 
 
 日本の広告市場は、2024 年 7兆 6,730 億円（前年比 4.9%増）と引き続き増加し、3年連
続で過去最高を更新した。特に、インターネット広告が前年比 9.6％増と大きく増加し、全
体を牽引した。一方、新聞広告は減少が継続した。 
インターネット広告については、2024 年に 3 兆 6,517 億円となり、全体の 47.6％を占め

ている。SNS 上の縦型動画広告をはじめ、コネクテッド TV（インターネットに接続された
テレビ受像機）などの動画広告需要が一層高まり、市場全体の拡大に寄与した 75。 
 
 
 
 
 
 
 

 
74 https://www.group.dentsu.com/jp/news/release/001375.html 
75 https://www.dentsu.co.jp/news/release/2025/0227-010853.html 
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図表：日本の広告費の推移 

 
出所：電通「Knowledge & Data 2024 年 日本の広告費」76を基に作成 

 
 
  

 
76 https://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/index.html 
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3 節 プラットフォーマー 
3-1. 主要なサービス事業者の動向 

ICT 産業では、特に米国のデジタルプラットフォーマーの動向が注目されており、米国
Google、Amazon、Meta（旧 Facebook）、Apple、Microsoft の業績や取組について整理する。 

 
図表：米国の主要なプラットフォーマーなどの動向 

 

 

出所：公表資料を基に作成 
 
Google の親会社である Alphabet の収益は、広告が約 8割となっており、検索エンジンや

YouTube 関連の広告が収益のかなりの部分を占めている。また、クラウドサービスである
GCP（グーグル・クラウド・プラットフォーム）の収益も拡大しており、2024年には約 12％
となっている。 
直近では、生成 AI を活用した検索エンジンサービスの強化を図っている。具体的には、

2024年 5 月に「AI Overview」という機能を導入し、検索ワードに基づいて AI が独自の回
答を生成し、検索結果のトップに表示するようになっている 77。また、これを更に拡張し、
AI を使った高度な検索ができる「AI Mode」を 2025年 3月から試験的に導入している 78。 
さらに、2025年 3 月には、ロボット工学向けの AI モデル「Gemini Robotics」を発表し

ており 79、デジタル空間内だけではなく物理世界における AI 活用もこれから注力していく
ものとみられる。 

  

 
77 https://blog.google/intl/ja-jp/products/explore-get-answers/ai-overviews/ 
78 https://pc.watch.impress.co.jp/docs/news/1668510.html 
79 https://blog.google/intl/ja-jp/company-news/technology/gemini-robotics-ai/ 

主要分野 企業 事業概括・領域 新たに注力している分野・ビジネス

広告・検索
Alphabet
（Google） 世界最大の検索エンジンサービスを提供しており、検

索広告を中心にクラウド、端末など巨大な経済圏を
展開

生成AIを活用した検索エンジンサービスの強化を
図っている他、ロボットなど物理世界におけるAI活用
もこれから注力していくものとみられる。

電子商取引
Amazon

世界最大級のeコマース事業者で、クラウドサービス
（AWS）を中心に巨大な経済圏を展開

AWSでの生成AI関連サービスの他、独自の生成AI
モデルも発表しており、生成AI関連の取組を強化し
ている。

SNS・アプリ
Meta
（旧Facebook） 世界最大級のSNSサービスを提供しており、2021

年に社名をメタ・プラットフォームズに変更し、メタバー
ス事業への取組を推進

生成AIアシスタントの「Meta AI」と大規模言語モデ
ルの「Llama」の開発に注力するとともに、データセン
ターや海底ケーブルといったAIインフラにも注力してい
る。

通信機器・端末
Apple

世界最大のネット・デジタル家電の製造小売であり、
iPhoneなどの端末を核とした巨大な経済圏を展開

iPhoneを中核に据えたビジネスを拡大しており、小
規模言語モデル（SLM）を用いたオンデバイス生成
AIに注力している。

端末・クラウド
Microsoft 世界最大級のソフトウェアベンダーであり、Windows

やOfficeなどのソフトウェアやクラウドサービスを中心に
巨大な経済圏を展開

OpenAI社と連携した生成AIの活用に力を入れて
いる中、業務ソフト用の生成AIモデルは自社で開発
することを表明しており、今後の動向が注目される。
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図表：Googleの事業別売上高 

 

出所：Google決算発表資料を基に作成 
 
Amazon の収益は、オンラインストアの割合が緩やかに縮小している一方、広告サービス

やクラウドサービス（AWS）の割合は徐々に拡大し、事業の多角化が進んでいる。ただ、ク
ラウドサービスも競合他社に追い上げられており、AWS での生成 AI アプリケーション開
発サービス「Amazon Bedrock」や独自の AI モデル「Amazon Nova」をはじめとして生成
AI 関連の取組を強化している。また、AI エージェントに特化した新チームも設立している
80。 
「Amazon Nova」は複数のモデルで構成されており、低遅延応答に特化した「Nova Micro」、

画像、動画、テキストの高速処理を実現する「Nova Lite」、要約、Q&A、推論、ソフトウェ
ア開発など幅広いタスクをこなす「Nova Pro」、画像生成モデルの「Nova Canvas」、動画生
成モデルの「Nova Reel」などがある。さらに、2025 年にも複数のモデルを追加すると言わ
れており 81、AI モデルを巡る競争は益々激化するとみられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
80 https://jp.reuters.com/business/7YD2CAAI5BOMNM5D6INVG6CJZU-2025-03-05/ 
81 https://www.sbbit.jp/article/cont1/157949 
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図表：Amazonの事業別売上高 

 
出所：Amazon決算発表資料を基に作成 

 
Meta（旧 Facebook）は、Fecebook に加えて、Instagram、WhatsApp サービスを提供し

ており、世界最大級の SNS 事業者となっている。収益のほぼすべてを広告に依存しており、
直近でもその傾向は変わっていない。2021 年には社名をメタ・プラットフォームズに変更
し、メタバース事業を中心とした XR領域にも注力しているものの、目立った成果は出てお
らず、今後の動向が注目される。 
生成 AI アシスタントの「Meta AI」と大規模言語モデルの「Llama」の開発に注力すると

ともに 82、データセンターや海底ケーブルといった AI インフラにも注力している 83。生成
AI については自社の基盤サービスである Facebook や Instagram などのプラットフォーム
に統合することでユーザ体験の向上を目指している。また、海底ケーブルについては、2025
年 2 月に世界最長の海底通信ケーブル計画を発表しており 84、AI やそれを支えるインフラ
などの分野での存在感を強化しようとしている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
82 https://www.itmedia.co.jp/news/articles/2501/30/news127.html 
83 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN2504N0V20C25A1000000/ 
84 https://engineering.fb.com/2025/02/14/connectivity/project-waterworth-ai-subsea-infrastructure/ 

オンラインストア
40%

実店舗
4%

第三者販売サービ
ス

24%

サブスクリプションサービス
7%

広告サービス
8%

AWS
16%

その他
0.9%

収益
5,748億ドル

2023年 2024年

オンラインストア
39%

実店舗
3%

第三者販売サービ
ス

24%

サブスクリプションサービス
7%

広告サービス
9%

AWS
17%

その他
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図表：Meta（旧 Facebook）の事業別売上高 

 
出所：Meta 決算発表資料を基に作成 

 
Apple の収益は、iPhoneが約半分を占めており、それ以外の端末・デバイス（Mac、iPad

等）を合わせると約 75％となっている。2024 年 2月には MR ヘッドセット「Apple Vision 
Pro」を発売したもののウェアラブル、ホームアクセサリーセグメントは大きな拡大には至
っていない。一方、サービスセグメント（広告、AppleCare、クラウド、デジタルコンテン
ツ、決済サービス）の割合が拡大している。 
また、Apple Vision Pro の次期バージョンの開発を中断し、安価なモデルに注力するとい

う報道もされている 85。さらに、自動運転機能を持つ EV の開発を断念するという発表もあ
り 86、より優先すべき事業領域に注力することの現れだと考えられる。具体的には、生成 AI
分野だとみられ、小規模言語モデル（SLM）を用いたオンデバイス生成 AI に注力している
87。既に 2024 年 11 月から AI 機能の「Apple Intelligence」を展開しており、日本でも 2025
年 4月初旬から提供予定となっている。生成 AI 機能の搭載によって、自社が強みを持つ端
末・デバイスを更に強化することが狙いだとみられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
85 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN2505V0V21C24A0000000/ 
86 https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2024-02-27/S9J3GPT0G1KW00 
87 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00692/061200134/ 
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図表：Apple の事業別売上高 

 
出所：Apple 決算発表資料を基に作成 

 
Microsoft の収益は、Windowsサーバや Azure などサーバ製品及びクラウドサービスの

割合が最も大きく、次いで Microsoft 365 や Teams などのオフィス製品、クラウドサービ
スとなっている。クラウド事業が引き続き好調であり、収益に占める割合も拡大してい
る。 
生成 AI については、ChatGPT を提供する OpenAI 社と連携した取り組みを進めていた

ものの、2025年 3 月に業務ソフト用の生成 AI モデルを自社で開発することを表明してお
り、今後の動向が注目される 88。従来から生成 AI モデル「MAI」を開発しており 89、独
自開発によって自社の業務ソフトに最適化した AI サービスを提供できるようにすること
が狙いだとみられる。 

 
図表：Microsoft の事業別売上高 

 
出所：Microsoft 決算発表資料を基に作成 

 

 
88 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN270560X20C25A3000000/ 
89 https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2025-03-10/SSRUZRDWX2PS00 
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3-2. プラットフォームレイヤーの国際競争力 
世界を代表する米中の主なプラットフォーマー及び日本企業の売上高 90の推移を確認す

ると、多くの企業は引き続き売上高が拡大しているものの、Apple や Alibaba、Baidu は伸
び悩みがみられる。製品やサービスの主要投入先における景気動向やインフレ進行なども
影響したと考えられる。 

 
図表：各国プラットフォーマー等の売上高 

 
出所：Statistaデータ、各社決算情報を基に作成 

 
また、ICT関連市場における主要プレイヤーを時価総額に基づいて整理すると、2025年

には Apple が Microsoft を抜き首位となった。引き続き米国 GAFAM が上位となっている
中、NVIDIA も 2 位に浮上しており、好調な業績に加えて生成 AI 向けの半導体需要拡大が
好感されている。昨年 11 位だった Samsung Electronics（韓国）は 15 位圏外となり、その
一方でメディア・ソフトウェア関連企業が株式市場での評価を向上させている。 
 
 
 
 
 
 

 
90 日本企業、中国企業については、各年の平均レートを用いてドルに変換している。また、日本企業につ

いては年度の決算値を用いている。 
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図表：ICT 市場における時価総額上位 15 社 

 

出所：Wright Investors' Service, Inc より取得 
（2024 年は 2024年 3 月 27日時点、2025 年は 2025 年 3月 27 日時点） 

 
 
  

社名 主な業態 国・地域 時価総額（億ドル）

Apple ハード、ソフト、
サービス 米国 33,610

NVIDIA 半導体 米国 29,450

Microsoft クラウドサービス 米国 29,380

Amazon.com クラウドサービス、
eコマース 米国 21,800

Alphabet/Google 検索エンジン 米国 20,790
Meta 
Platforms/Faceb
ook

SNS 米国 15,870

Broadcom ハード、半導体 米国 8,850

Taiwan 
Semiconductor 
Manufacturing

半導体 台湾 7,760

Visa 決済 米国 6,730
Tencent SNS 中国 5,860

Mastercard 決済 米国 4,970

Oracle クラウドサービス 米国 4,320
Netflix メディア 米国 4,270
SAP ソフト ドイツ 3,270

Alibaba eコマース 中国 3,150

2024年 2025年
社名 主な業態 国・地域 時価総額（億ドル）

Microsoft クラウドサービス 米国 31,420

Apple ハード、ソフト、
サービス 米国 26,380

NVIDIA 半導体 米国 23,750

Amazon.com クラウドサービス、
eコマース 米国 18,670

Alphabet/Google 検索エンジン 米国 18,660
Meta 
Platforms/Faceb
ook

SNS 米国 12,820

Taiwan 
Semiconductor 
Manufacturing

半導体 台湾 6,350

Broadcom ハード、半導体 米国 6,260
Visa 決済 米国 5,650
Mastercard 決済 米国 4,440
Samsung 
Electronics ハード 韓国 3,960

Oracle クラウドサービス 米国 3,470
Tencent SNS 中国 3,440
Salesforce クラウドサービス 米国 2,970
Advanced Micro 
Devices(AMD) 半導体 米国 2,890
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4 節 クラウドサービス及びデータセンター市場の動向 
4-1. クラウドサービス市場の動向 
世界のパブリッククラウドサービスの売上高は 2024 年に 7,733 億ドル（前年比 22.4%

増）まで増加すると見込まれている。要因としては、ビジネスを展開する上でクラウドが不
可欠なものになっていることに加え、企業の柔軟性と拡張性への嗜好の高まりが挙げられ
る。また、生成 AI の基盤モデル作成や関連アプリケーションの利用が拡大していることも
市場の成長を後押ししている。 

 
図表：世界のパブリッククラウドサービス市場規模（売上高）の推移及び予測 91 

 
出所：Statista Market Insights92 

 
世界のクラウドインフラサービス 93への支出額のシェアは引き続きAmazon、Microsoft、

Googleの順に大きく、2024 年 2Q時点で Amazonはおよそ 32%、Microsoftは 23％、Google
は 12%となっており、3社で約 67％を占めている。近年は Microsoft とGoogleのシェアが
拡大傾向であり、市場は依然として寡占化が進み、大手 3 社のクラウドサービスが業界標
準になっていると考えられる。 

 
91 BPaaS：財務・会計、人事、顧客サービス、サプライチェーン管理など、クラウドを通じて提供され

るさまざまなビジネス・プロセスに関連するサービス 
DaaS：仮想デスクトップ環境に関連するサービス 
DRaaS：クラウドを通じて提供される災害復旧(DR)関連サービス 

92 https://www.statista.com/outlook/tmo/public-cloud/worldwide 
93 IaaS、PaaS、ホスティング型プライベートクラウドの合計 
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図表：世界のクラウドインフラサービス市場規模（支出額）シェアの推移 

 
出所：Synergy「Cloud Market Growth Stays Strong in Q2 While Amazon, Google and 

Oracle Nudge Higher」94 
 

 日本のクラウド基盤（IaaS/PaaS）サービスの売上高は 2024 年に 2兆 2,800 億円であり、
2028 年には 4 兆 4,900 億円まで増加すると見込まれている。要因としては、業務効率化の
ための DX から競争力向上を目指す DX へと対象が広がり、システムのマイグレーション
が活性化していること、生成 AI 利用環境の整備が進んでいること、クラウド基盤の運用を
支援するクラウドマネージドサービスの認知拡大、データドリブン経営に取り組む企業の
増加などが挙げられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
94 https://www.srgresearch.com/articles/cloud-market-growth-stays-strong-in-q2-while-amazon-

google-and-oracle-nudge-higher 
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図表：クラウド基盤（IaaS/PaaS）サービス市場規模推移と予測 

 
注 1. 事業者売上高ベース 
注 2. 市場規模に SaaS（Software as a Service）は含まない 
出所：矢野経済研究所「クラウド基盤（IaaS/PaaS）サービス市場に関する調査（2025 年）」
（2025 年 3月 28日発表）95 
 
4-2. データセンター市場の動向 
世界のデータセンター市場（売上高）は、2024 年に 4,161億ドルと見込まれ、2029 年に

は 6,241 億ドルまで拡大すると予測されている。その内、約半分が NW インフラに関連す
る機器やサービスとなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
95 https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/3767 
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図表：世界のデータセンター市場（売上高）の推移及び予測 

 

出所：Statista Market Insights96 
 
世界のデータセンター市場（売上高）を国別に比較すると、米国、中国の順に大きく、 

2024年は米国では 1,232億ドル、中国では 957 億ドル規模となっている。日本は米国・中
国に次いで大きく 206 億ドル規模となっている。今後もクラウドサービスの普及や AI 需要
などが牽引する形でデータセンター市場は拡大が予想されるものの、国別の相対的な規模
感は大きく変化しないと見込まれている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
96 https://www.statista.com/forecasts/1441973/revenue-data-center-market-for-different-segments-

worldwide 
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図表：国別のデータセンター市場（売上高）の推移と予測 

 

出所：Statista Technology Market Insights97 
 
世界の国・地域別のデータセンター数は、米国が圧倒的に多く、2025 年 3月時点で 5,426

となっている。欧州各国（ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、イタリア、ポーランド、
スペイン、スイス）を合計しても 2,248 であり、いかに米国に集中しているかが分かる。日
本は 222 と米国の 5％にも満たない数となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
97 https://www.statista.com/statistics/1370199/leading-data-center-markets-globally/ 
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図表：国・地域別のデータセンター数（2025 年 3月時点） 

 

出所：Statista（Cloudscene）98 
 
 また、データセンターを巡っては、電力消費量の大きさが懸念されており、米国バージニ
ア州 99、オランダ 100、シンガポール 101などでは、データセンター建設の一時停止や規制、
関連法案を提出するなどの動きがみられている。その後、一定の条件の下で、建設を認める
動きもあるものの、特定の地域に集中することは、様々なメリットとデメリットが共存する
ことになる。 
 日本でもデジタル田園都市国家構想基本方針 102において、災害に対する通信ネットワー
クの強靱化等の観点から、データセンターの地方分散が求められるとしており、経済産業
省・総務省「デジタルインフラ（DC 等）整備に関する有識者会合 中間とりまとめ 3.0」103

においても、あらゆる社会活動への AI 利活用と高度なサービスの実装を東京圏・大阪圏と

 
98 https://www.statista.com/statistics/1228433/data-centers-worldwide-by-country/ 
99 https://www.datacenterdynamics.com/en/news/dominion-energy-admits-it-cant-meet-data-center-

power-demands-in-virginia/ 
100 https://www.dutchnews.nl/2022/02/dutch-call-a-halt-to-new-massive-data-centres-while-rules-are-

worked-out/ 
101 https://www.datacenterdynamics.com/en/analysis/cracking-green-conundrum-singapore-amid-

data-center-moratorium/ 
102 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/pdf/20220607_honbun.pdf 
103 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000248.html 

5,426
529
523

449
322
314
298
251
222
196
173
168
144
143
122
121

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

米国

ドイツ

イギリス

中国

フランス

オーストラリア

オランダ

ロシア

日本

ブラジル

メキシコ

イタリア

ポーランド

スペイン

香港

スイス



53 
 

遜色なく実現し、地域における AI の利活用やデジタル実装に貢献するため、データセンタ
ーの分散立地に向けた政策的支援策を早急に検討するべきと提言されている。その際、重要
となる技術としてオール光ネットワークが挙げられており、今後の研究開発や社会実装が
期待される。 
 

図表：光ネットワークの活用による DC の地方分散 

 
出所：総務省「デジタルインフラ（DC 等）整備に関する有識者会合（第 7 回）」事務局資

料 104 
 
4-3. エッジコンピューティング市場の動向 
 世界のエッジコンピューティングの市場規模は、2024 年に 2,320 億ドル、2027 年には
3,500 億ドルまで拡大すると予測されている。AI や低遅延を要求するアプリケーションの
展開において重要な役割を果たすと考えられており、ユースケースとしては、スマートファ
クトリー（機械やロボットの遠隔操作）、遠隔医療や遠隔診断、店舗内マーケティングへの
活用などが想定される。 
 
 
 

 
104 https://www.soumu.go.jp/main_content/000949983.pdf 



54 
 

図表：世界のエッジコンピューティング市場規模（売上高）の推移及び予測 

 
出所：Statista（IDC）105 

 
 また、エッジコンピューティングは低遅延化などのメリットがあるものの、規模や処理能
力に限界があり、またコスト増にも繋がるため、すべての用途でエッジコンピューティング
を利用するのではなく、用途を限定して導入が進められている。つまり、エッジコンピュー
ティングは大規模データセンターを活用するような従来型のクラウドサービスを置き換え
るのではなく、クラウド活用の新たな用途とも言える。エッジコンピューティングが普及す
ることによってクラウド需要を喚起することも想定される。 
 
 企業におけるエッジコンピューティングのユースケースとしては、IoT やセンサー、
AR/VR を活用した低遅延を必要とするような用途などが考えられ、例えば、製造・建設現
場における機械・ドローン等の制御やモニタリング、映像配信、自動運転、遠隔監視などが
想定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
105 https://www.statista.com/statistics/1175706/worldwide-edge-computing-market-revenue/ 
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図表：エッジコンピューティングのユースケース 

 
出所：Statista106 

 
 エッジコンピューティング技術のなかでも、モバイル通信を考慮した MEC（Multi-access 
Edge Computing）では、クラウドとデバイスの間でやりとりするデータを、クラウドで計
算処理する代わりに通信ネットワークのエッジ（デバイスの近く）にあるエッジサーバ（エ
ッジ DC）で処理する技術であり、遅延の影響を回避できると期待されている。 
 国内では、NTT ドコモによる「docomo MEC」107、KDDI による「AWS Wavelength」
108、ソフトバンクの「5G MEC」109などMEC サービスの活用や提供が行われている。主な
ユースケースとして、映像伝送や映像分析、遠隔操作・遠隔操縦、エネルギーのリアルタイ
ム制御、XR、自動運転が挙げられている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
106 https://www.statista.com/statistics/1386174/top-edge-computing-use-cases-in-production/ 
107 https://www.mec.docomo.ne.jp/ 
108 https://biz.kddi.com/5g/aws_wavelength/ 
109 https://www.softbank.jp/corp/news/press/sbkk/2022/20220526_01/ 
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図表：MEC の概要 

 
出所：各種情報を基に作成 
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5 節 通信サービス市場の動向 
通信サービス市場では、固定・移動通信サービスに関わる事業を対象とし、同サービスを

提供するための機器市場については対象としない。 
 
5-1. 国内外の通信市場の動向 
5-1-1. 固定通信サービス  

OECD によると、人口 100 人あたりのブロードバンド契約者数（2023 年 12 月）につい
て、首位はフランスで 47.0 契約、2位は韓国で 46.6 契約、3位はスイスで 46.2契約となっ
ている。なお、ブロードバンドには、DSL、ケーブル、光ファイバー（FTTH）、衛星、固
定ワイヤレス、そのほかが含まれている。日本は 14位の 40.8契約であり、OECD 平均 35.8
契約を上回っている。 
 

図表：人口 100 人あたりのブロードバンド契約者数 

出所：OECD110 
 

次に、人口 100 人あたりの光ファイバー（FTTH）契約数（2023 年 12 月）をみると、
韓国が 41.8 契約で最も高く、次いでアイスランド（33.9契約）、スウェーデン（33.8 契
約）、ノルウェー（33.4契約）となっている。日本は 5位で 32.3契約となっており、世界
でトップレベルに位置している。OECD平均 15.2 契約も大きく上回っており、我が国の
デジタルインフラは国際的にみても普及が進んでいると言える。 
 
 
 

 
110 OECD 統計 

https://www.oecd.org/sti/broadband/broadband-statistics/ 
 OECD Fixed broadband subscriptions per 100 inhabitants, by technology, December 2023 を掲載。 
 Definitions:Fibre subscriptions data includes FTTH, FTTP and FTTB and excludes FTTC and FTTN. 
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図表：人口 100 人あたりの FTTH 契約者数 
 

 
出所：OECD111 

 
5-1-2. モバイル通信サービス  

OECDによると、人口 100 人あたりのモバイルブロードバンド契約数は日本が首位とな
っている（203.5 契約）。2 位以降は米国(190.1契約)、エストニア（175.9契約）、フィ
ンランド（159.9 契約)、デンマーク（145.8契約）となっている。この内、5G サービスの
契約数については、デンマークが 103.6 契約と最も多く、次いで日本の 69.4 契約、韓国
63.5 契約となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
111 OECD 統計。https://www.oecd.org/sti/broadband/broadband-statistics/ 

OECD Fixed broadband subscriptions per 100 inhabitants, by technology, December 2022 を掲載。 
定義:Fibre subscriptions data includes FTTH, FTTP and FTTB and excludes FTTC and FTTN. 
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図表：人口 100 人あたりのモバイルブロードバンド契約数 

 
出所：OECD112 

 
 
  

 
112 OECD 統計。OECD Broadband statistics [http://www.oecd.org/digital/broadband/broadband-statistics/]1.2.2. 

OECD Mobile broadband subscriptions per 100 inhabitants, by technology, December 2023 を掲載。
https://www.oecd.org/sti/broadband/broadband-statistics/ 
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6 節 ICT 機器・端末市場の動向 
6-1. 情報端末市場の動向 
 日本の情報端末の生産額は、2017 年まで減少傾向であったが、2018 年以降増加に転じた
後 2020 年から再び減少したが、2023 年から増加に転じ、2024 年は 1 兆 920 億円 113とな
った。内訳をみると、携帯電話・PHS114が 2010 年代中盤までは大きかったが、その後縮小
し、現在はデスクトップ型 PC、ノート型 PC、情報端末 115が中心となっている。 
 デスクトップ型 PCとノート型 PC は 2016 年まで減少トレンドだったが、その後増加に
転じた。2020 年で再び減少に転じた後は増減の波があり、2024 年では双方ともに増加とな
った。情報端末は 2020年まで減少傾向だったが、2021 年以降は増加に転じた 116。 
 

図表：日本の情報端末生産額の推移 

 

出所：経済産業省「生産動態統計調査機械統計編」 
 

 
113 前年比 7.0％増となっているが、情報端末に含まれるプロジェクタが非公表となったことが影響して

いる。 
114 2019 年以降は、携帯電話・PHS の生産額は非公表となったため、無線通信機器（衛星通信装置を含

む）から放送装置、固定通信装置（衛星・地上系）、その他の陸上移動通信装置、海上・航空移動通信

装置、基地局通信装置、その他の無線通信装置、無線応用装置を引いた値を使用していたが、2022 年

以降計算できなくなったためゼロとなっている。 
115 外部記憶装置、プリンタ、モニター等。情報キオスク端末装置は非公表の年があるため、それを除い

た値を使用。プロジェクタは 2023 年まで含まれていたが、2024 年以降非公表となったため含まれな

い。 
116 2024 年は減少したが、プロジェクタが非公表となったことが影響している。 
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6-2. ネットワーク機器市場の動向 
日本のネットワーク機器の生産額は、2000年代前半から減少傾向で推移していたが、2018

年以降緩やかに増加した後、2021 年に再び減少に転じたが、2024年は増加して 6,616 億円
となった。内訳をみると、固定電話から携帯電話・IP 電話への移行に伴って電話応用装置
117、交換機等が縮小しており、現在は無線応用装置 118とその他の無線通信機器 119が大きい。 
基地局通信装置は増減の波が大きく、4G 向けの投資が一巡した 2016 年以降は低迷が続

いていたが、2020 年から増加に転じた後 2022 年で再び減少に転じた。IP 通信に使用され
るネットワーク接続機器 120は 2019 年から増加に転じたが、2021年～2022 年は減少した後
2023年でいったん増加したが 2024 年は減少した。 
搬送装置 121は 2019 年から主にデジタル伝送装置が寄与して増加したが、2021 年から減

少に転じ、2023 年で再び増加した後 2024 年で減少した。交換機は 2000 年代前半に大きく
減少し、その後も減少が続いている。無線応用装置 122とその他の無線通信機器 123は多少の
増減の波があるものの、比較的高い水準を保っている。無線応用装置は 2022 年で大きく減
少した後 2023 年で増加し、2024 年は大幅に増加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
117 ボタン電話装置、インターホン。 
118 船舶用・航空用レーダー、無線位置測定装置、テレメータ・テレコントロール等。 
119 衛星系・地上系固定通信装置、船舶用・航空機用通信装置、トランシーバ等。 
120 ルーター、ハブ、ゲートウェイ等。 
121 デジタル伝送装置、電力線搬送装置、CATV 搬送装置、光伝送装置等。 
122 船舶用・航空用レーダー、無線位置測定装置、テレメータ・テレコントロール等。 
123 衛星系・地上系固定通信装置、船舶用・航空機用通信装置、トランシーバ等。2023 年からトランシー

バ等を含むその他の陸上移動通信装置が非公表となった。 
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図表：日本のネットワーク機器生産額の推移 

 

出所：経済産業省「生産動態統計調査機械統計編」 
 
6-3. 機器・端末レイヤーの輸入額・輸出額の推移 
世界各国の輸出入額を UNCTAD「UNCTAD STAT」の 2000 年以降のデータで確認す

ると、ICT 機器 124の輸出額は、2021 年まで中国が急激に増加した。特に 2021 年は新型コ
ロナの影響によるデジタル化へのシフトが各国で進展した影響で増加したが、その後は減
少した。米国と日本は、2000 年代初頭に減少した後で増加に転じ、2009 年に再び減少する
までは同じような推移だったが、2010 年以降米国が高い水準を保った一方、日本は減少ト
レンドとなった。2023 年はドイツのみ増加し、日本、米国、フィンランド中国は減少した。
ドイツは増減の波があるものの、2023 年では 2000 年代初頭よりも輸出額が増えている。
フィンランドは 2009 年に減少した後、低迷が続いている。 

 
 
 
 
 
 

 
124 電子計算機、通信機、消費者向けの電気機器、電子部品等。 
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図表：各国の ICT機器の輸出額の推移 

 
出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」 

 
一方、輸入額は中国、米国の増加が顕著である。特に 2021 年は新型コロナの影響による

デジタル化へのシフトが各国で進展した影響で双方とも大きく増加したが、2023 年は減少
した。日本は 2022 年までは増加していたが、増加幅は小さく、中国、米国との差が開いて
きており、2023 年は減少した。ドイツは日本と近い水準を保っており、2023 年は減少した。
フィンランドは 2000 年代後半で増加したものの、その後は低迷している。 
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図表：各国の ICT機器の輸入額の推移 

 
出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」 

 
また、2023 年には、日本の ICT 機器の輸出額は 7兆 7,145億円（前年比 3.7％減）、輸入
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となっている。また、米国では 2023 年には 31 兆 9,133 億円の輸入超過（前年比 12.1％減）
であったが、中国では 2023年には 29兆 617 億円の輸出超過（前年比 4.1％増）となってい
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図表：各国の ICT機器の輸出超過額の推移 

 
出所：UNCTAD「UNCTAD STAT」 

 
6-4. 日本の ICT財貿易統計の動向 
日本の ICT財 125の貿易統計 126について、財務省貿易統計に基づき 2018年以降の「輸出

―輸入」のデータを確認すると、2018 年以降赤字となっており、2024 年（速報）は 3 兆
4,136 億円の赤字となった。黒字額が最も大きいのは「その他の電子部品」であり、「集積回
路」の黒字額も大きい。一方、赤字額が最も大きいのは「携帯電話」であり、2021 年以降
赤字額の拡大が続いている。続いて「パーソナルコンピュータ」、「電子計算機本体（パソコ
ンを除く。）」、「有線電気通信機器」の赤字額が大きい。黒字額が大きいのは中間投入品で、
赤字額が大きいのは最終製品という特長がある。 
黒字額が大きい品目をみると、「その他の電子部品」については、セラミックコンデンサ

ーや印刷回路といった ICT 製品の原材料で日本メーカーの国際競争力が高く、輸出額が輸
入額を上回っているため、黒字となっている。 
「集積回路」は、日本メーカーの国際競争力が高い一部の製品の輸出額が大きく、おおむ

ね黒字となっているが、輸入額も大きくなっているため、2022～2023 年のように赤字又は

 
125 総務省「情報通信産業連関表」において ICT 財の範囲とされている以下の財。パーソナルコンピュー

タ、電子計算機本体（パソコンを除く。）、電子計算機附属装置、有線電気通信機器、携帯電話機、無

線電気通信機器（携帯電話機を除く。）、通信ケーブル、光ファイバケーブル、事務用機械、半導体素

子、集積回路、液晶パネル、フラットパネル・電子管、その他の電子部品。 
126 貿易統計の輸入額は CIF 建て、輸出額は FOB 建てであり、輸出－輸入はそれぞれの額を機械的に計算

して算出したもの。CIF：Cost, Insurance and Freight の略で、貨物代金のほか仕向地までの保険

料、運賃を含む。FOB：Free on Board の略で、輸出国における船積み価格。船積み後、仕向地までの

保険料、運賃は含まない。 
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微小な黒字となる年も存在している。 
 赤字額が大きい品目をみると、「携帯電話」については、日本メーカーの国際競争力が低
く、国内生産額が小さいため、輸出額が数百億円程度と小さい一方、輸入額が大きくなって
おり、赤字額が大きい要因となっている。2023 年には日本メーカーの個人向けスマートフ
ォンからの撤退や民事再生法適用申請等があり、輸入額拡大の一因となった。 
 「パーソナルコンピュータ」と「電子計算機本体（パソコンを除く。）」（サーバ、ワーク
ステーション等）は、日本メーカーの国際競争力が低く輸出額が小さい。一方、国内では海
外で生産された製品が多く利用されているため輸入額が大きい構造となっており、赤字額
が大きい。 
 「有線電気通機器」は、ルーターやスイッチ等のデータ通信用の機器の輸入額が大きく、
輸出額を上回っているため赤字が続いている。ルーターやスイッチ等は海外メーカー製品
の国内利用が多く、日本メーカー製品でも海外生産のものがあるため輸入額が大きい。 
 

図表：日本の ICT財の貿易統計における「輸出―輸入」の推移 

 
出所：財務省「貿易統計」（2024 年は速報） 
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図表：日本の ICT財輸出額が大きい国・地域（上位 3国・地域） 

 
出所：財務省「貿易統計」（2024 年は確々報） 
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図表：日本の ICT財輸入額が大きい国・地域（上位 3国・地域） 

 
出所：財務省「貿易統計」（2024 年は確々報） 
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 ICT財輸出入額を国･地域別でみると、2024年のパーソナルコンピュータの輸出額では、
アメリカ、英国、ドイツが上位 3国となっている。日本メーカーの防塵･防水などの性能を
備える頑丈パソコンなどがこれらの世界市場で一定のシェアを獲得しており、北米の公共
機関に採用されている 127。輸入額では、中国、ベトナム、台湾が上位になっている。多く
の ICT 機器の生産拠点であること加え、一部の国内メーカーが中国メーカーに買収された
128こともあり、中国からの輸入額が大きい。一方、近年では、国際情勢の影響もあり、生産
拠点が中国からベトナムなどの東南アジア諸国にシフトする動きがみられる 129。 
 電子計算機本体では、2024 年の輸出額上位 3国･地域はアメリカ、中国、ドイツになって
いる。輸入額については、アメリカ、中国、台湾が上位になっている。アメリカメーカーに
よるサーバー等が国内市場においても高いシェアを占めている 130。 
 電子計算機附属装置では、輸出額について、アメリカ、中国、オランダが上位を占め、輸
入について、中国、タイ、ベトナムが上位になっている。 
 有線電気通信機器では、2024 年の輸出額上位 3国･地域はアメリカ、中国、タイ、輸入額
については、中国、タイ、ベトナムの順になっている。ルーティング機器やスイッチング機
器などのネットワーク機器の国内外主要メーカーが中国に製造拠点を設置しており、当該
国からのネットワーク機器の輸入が多いとみられる 131。 
 携帯電話機では、2024 年の輸出額では、アメリカ、香港、アラブ首長国連邦が上位にな
っている。香港およびドバイが自由貿易港であり、スマートフォンなどの貿易の拠点 132で
あるため、輸出額が大きい。輸入額については、円安等の影響によるスマートフォン端末料
金が上昇傾向にあるなか、中･低価格帯の中国メーカーの端末が注目されることに加えて、
日本メーカーの買収 133などにより、中国からの輸入額が大きい。一方、輸入額 3 位のイン
ドについて、政府が 2020年以降で 1.46兆ルピー（約 2.6 兆円）の製造業補助金を企業に投
入 134しており、有力スマートフォンの新たな生産拠点 135になっていることから、輸入が拡
大している。 
 無線電気通信機器（携帯電話機を除く）では、2024 年の輸出額上位 3 国･地域がアメリ
カ、中国、オランダとなっている。商船向けレーダー136等の製品において、日本メーカーが
競争力を持っており、アメリカ市場に有力製品 137を投入していることもあり、同国向け輸

 
127 https://connect.panasonic.com/jp-ja/products-services/tough/contents/about 
128 https://www.m2ri.jp/release/detail.html?id=669 
129 https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2023/07/report_230718_01.pdf 
130 https://www.dell.com/ja-jp/blog/3-no-1/ 
131 https://network.yamaha.com/value/nw20th/interview/production 
   https://www.cisco.com/c/m/ja_jp/about/csr/esg-hub/supply-chain/sustainability.html 
132 https://www.jetro.go.jp/world/asia/hk/gtir/gtir2023.html 
   https://gadgetouch.com/apple/2521/ 
133 https://www.idc.com/getdoc.jsp?containerId=prJPJ52777524 
134 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM178BN0X11C24A2000000/ 
135 https://jbpress.ismedia.jp/articles/-/86979 
136 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUB264ZJ0W4A320C2000000/ 
137 https://www.furuno.co.jp/Portals/0/images/ir/library/bs/setsumei_2025Q3.pdf 
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出額が大きい。一方、輸入額上位 3国・地域は中国、マレーシア、フィリピンになっている。 
半導体素子では、2024 年輸出額上位 3 国・地域は中国、香港、アメリカ、輸入額につい

ては、中国、マレーシア、フィリピンになっている。発光ダイオード 138など、日本メーカ
ーが強みを持っている半導体素子において、半導体需要の大きい中国 139への輸出が大きい。
一方、輸入については、太陽光発電等のグリーンエネルギーを推進し、有力メーカー140が多
い中国からの光電池などの半導体素子輸入が多い。 
集積回路では、2024 年の輸出額について、台湾、中国、香港が上位になっている。日本

メーカーが比較的に強みを持っている NAND141等の記憶素子が多く台湾へ輸出している。
輸入額について、台湾、中国、アメリカが上位を占めている。輸入額の最も多い台湾は、先
端半導体において高い競争力 142を持ち、また近年中国向け輸出構成比が減少傾向にあり、
日本向け輸出が増加傾向 143にある。 
その他の電子部品では、2024 年の輸出額上位 3 国・地域は中国、台湾、アメリカ、輸入

額については、中国、アメリカ、台湾の順になっている。スマートフォンなどの製造に多く
使われる積層セラミックコンデンサーなどの部品で日本メーカーが高い世界シェア 144を獲
得しており、スマートフォンの生産拠点である中国への輸出が多い。 
 
なお、参考までに、これら ICT 財のデータに半導体製造装置、ロボットのデータも加え、

2018 年以降のデータを確認すると、2023 年以外は黒字となっており、2024 年（速報）は
4,795 億円の黒字となった。「半導体製造装置」は日本メーカーの国際競争力が高く、世界
市場で高いシェアを持っているため輸出額が大きく、輸入額を上回っているため、黒字額が
大きい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
138 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/02127/00078/ 
139 https://www.nikkei.com/nkd/disclosure/ednr/20240328S100T5X0/ 
140 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/02443/060200004/?P=2 
141 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/mag/ne/18/00001/00448/?P=2 
142 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM09AR00Z00C25A1000000/ 
143 https://spap.jst.go.jp/event/pdf/study035.pdf 
144 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUF195EX0Z10C24A9000000/ 
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図表：日本の ICT財及び半導体製造装置、ロボットの貿易統計における「輸出―輸入」の
推移 

 
出所：財務省「貿易統計」（2024 年は速報） 

 
6-5. 注目機器の動向 
 日本の 4K対応テレビ（50型以上）の国内出荷台数は 2023 年で 243 万台（前年比 10.3％
減）、新 4K8K衛星放送対応テレビの 2023 年の出荷台数は 257万台（前年比 10.4％減）で
あった。双方とも 2 年連続で減少した。 
 減少の要因としては、物価高の影響、スマホでの動画視聴の増加等が考えられる。 
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図表：日本の 4K/8K対応テレビの出荷台数 

 

出所：JEITA「民生用電子機器国内出荷統計」 
 

5G スマートフォンの国内出荷金額は 2023 年度で 2,505 万台（前年比 12.4％減）となっ
た。2029 年度では 2,706万台まで拡大すると予測されている。2024 年度以降発売される端
末は全て 5G対応となり、シェア 100％になると予測されている。 
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図表：日本の 5G対応スマートフォンの出荷台数 

 

出所：情報通信ネットワーク産業協会 通信機器中期需要予測 
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7 節 サイバーセキュリティ市場の動向 
7-1. 市場概況 

Canalys社の調査によれば、世界のサイバーセキュリティの市場 145は引き続き堅調で、
2024 年は前年同期比 10.1％増加の 870 億ドルになると予測されている 146。脅威の進化
により、サイバーセキュリティは投資の優先事項となる。 
 

図表：世界サイバーセキュリティ市場規模 

 
出所：Canalysデータを基に作成 

 
 2024 年度の国内情報セキュリティの市場規模（売上額）は 2023 年度に比べ 8.0％増の 1
兆 7,123億円になると予測されている。このうち、エンドポイント保護・管理製品などが含
まれる情報セキュリティツールの市場規模が 9,932 億円で全体の 58％を占め、マネージド・
運用サービスなどが含まれる情報セキュリティサービスの市場規模が 7,191 億円で全体の
42％を占めている。背景としては、ハイブリッド型のオフィス環境の整備やクラウドサービ
スの利用拡大に伴うセキュリティニーズの高まり、IoTを中心としたデバイス多様化への対
応、生成 AI など最新技術を活用したサービスの多様化などが挙げられる。 
 
 
 
 
 

 
145 サイバーセキュリティテクノロジーへの総支出 
146 https://www.canalys.com/insights/worldwide-it-spend-2024 
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図表：国内情報セキュリティ市場規模（売上高）の推移 

 
※2021-2022 年度は売上実績推定値、2023年度は売上高見込推定値、2024 年度は売上高

予測値 
出所：日本ネットワークセキュリティ協会「国内情報セキュリティ市場 2023年度調査報

告」147を基に作成 
 
7-2. サイバー攻撃の変化 
 IBM が 2023 年に対処したサイバー攻撃を分析した結果、正規アカウントなどログイン
情報を悪用したサイバー攻撃が前年比 71％急増で全体の 30％を占めた。また、認証情報の
盗用に成功した割合は 23％で前年から 2 倍以上増加した。メール、SNSやメッセージング・
アプリの認証情報、銀行の詳細情報、暗号ウォレットのデータなど、情報窃取マルウェアが
266%増加した。 
また、日本では、最も攻撃を受けた業界は製造業で、被害の 59％を占め、次いで、運輸

業が 13％を占めた 148149。 
 
7-3. サイバーセキュリティに関する問題が引き起こす経済的損失 
 サイバーセキュリティに関する問題が引き起こす経済的損失について、様々な組織が調
査・分析を公表している。例えば、日本では、トレンドマイクロが 2024年に実施した調査

 
147 https://www.jnsa.org/result/surv_mrk/2024/index.html 
148 https://jp.newsroom.ibm.com/2024-03-25-IBM-Report-Identity-Comes-Under-Attack-Straining-

Enterprises-Recovery-Time-from-Breaches 
149 https://japan.zdnet.com/article/35216908/ 
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によれば、過去 3 年間でのサイバー攻撃の被害を経験した法人組織の累計被害額の平均が
約 1 億 7,100 万円になる。米国では、FBI が実施した調査によれば、2023 年に発生したサ
イバー犯罪事件による被害報告総額が前年比 22％増の 125 億ドルとなる。これらの結果は
前年に比べて被害額が増加しており、益々深刻化していることを意味している。 
 

図表：サイバーセキュリティに関する問題が引き起こす経済的損失 

 

出所：各種公開資料を基に作成 
 
7-4. サイバーセキュリティの主要事業者の動向 
 世界サイバーセキュリティ市場の主要事業者として、2019 年から Palo Alto Networks、
Cisco、Fortinet の 3 社が世界 Top3の市場シェアを獲得していたが、2024 年 Q2 時点では
Cisco に代わり Microsoft が Top3 に入っている。また、近年はトップシェアである Palo 
Alto Networksの市場シェアが拡大し、10％に迫る勢いとなっている。 
また、Microsoft は近年急速にシェアを拡大しており、Microsoft 365 E5 Security など高

度なセキュリティ機能をMicrosoft 365 シリーズの 1 つとして提供しており、導入のしやす
さ含めて評価されていると考えられる。 
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実施主体
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（1年前に比べて約4,600万円増）
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日本トレンドマイクロ
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19％が5,000万以上
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日本警察庁

125 億ドル（前年比22％増）サイバー犯罪事件による被害報告総額2023年米国FBI
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図表：サイバーセキュリティ主要事業者 

 

出所：Canalysデータを基に作成 150 
 

 2024 年 Q2時点の世界のサイバーセキュリティ市場では、Palo Alto Networksが 9.7％と
最も高いシェアを占めており、その次は Fortinet が 7.0％、Microsoft が 6.1％、Cisco が
5.8％、Crowd Strike が 4.5％のシェアを占めている。世界セキュリティ市場の上位 5 社の
動向は以下の通りである。 
 

図表：サイバーセキュリティ主要事業者の動向 
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2022年8.2％、2023
年9.0％、2024年
(Q2)9.7％

ネットワーク、エンドポイ
ント、クラウドでのアンチ
ウイルス、侵入保護、
webフィルタリング、マル
ウェア保護、データ漏洩
保護、クラウドアクセス
セキュリティ、AIセキュリ
ティのサブスクリプションと
サポート収益（2024
年、64億ドル、総収益
の80％を占める）

顧客の多くのニーズを満たす
ことができるプラットフォームに
サービスをパッケージ化し、異
なるポイントの製品を統合す
ることで、顧客のセキュリティ
アーキテクチャの簡素化をサ
ポート。

ネットワークセキュ
リティ、セキュアア
クセスエッジ、クラ
ウドセキュリティ、
セキュリティ運用、
脅威インテリジェ
ンスとセキュリティ
コンサルティング

Palo Alto 
Networks

（米国カリフォルニ
ア州）

ハードウェア型
のFortiGate
に加え、クラウ
ド上の攻撃防
御やでの検知・
防御など拡大
するアタックサー
フェス全般への
対応、AI活用
による防御・レ
スポンス注力。

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2020年
5.2％、2021年5.8％、
2022年6.6％、2023
年6.9％、2024年
(Q2)7.0％

FortiGateファイア
ウォールなどのネットワー
クセキュリティによるサー
ビスの収益（2024年
総収益の70％を占め
る）

ネットワークとセキュリティを融
合し、ポイント製品を統合す
る統合サイバーセキュリティ プ
ラットフォームチ(Fortinet 
Security Fabric)というコン
セプトに基づき、製品を設計。

セキュアネットワー
キング、ユニファイ
ドセキュアアクセス
サービスエッジ
（SASE）、AI
駆動セキュリティ
オペレーション

Fortinet
（米国カリフォルニ

ア州）
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出所：公開情報によりまとめ 
 
 

  

動向事業者
（本社所在地） 今後の展望市場独占率主な収益源事業戦略ビジネスの範囲

セキュリティへの
コミットメントを
より強化。SFI
の下で、設計
の安全性、既
定設定での安
全性、安全な
運用を前提に
AIを活用。

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2023年
4.2％、2024年
(Q2)6.1％

Microsoft 
Defender for 
Endpoint、Office 
365 セキュリティなど

AI を活用したサイバー防御、
ソフトウェア工学の基礎的進
歩、サイバー脅威から国民を
守るための国際規範の適用
強化の提唱にフォーカスした
3つの柱でSFI (Secure 
Future Initiative) を開始
し、テクノロジの設計、構築、
テスト、運用の方法を進める。

クラウド プラット
フォームとアプリ
ケーションのセキュ
リティ、データ保
護とガバナンス、
ID とネットワーク
アクセス、デバイ
ス管理

Microsoft
（米国ワシントン

州）
※サイバーセキュリティ事業の

動向

引き続き「セ
キュリティ」「サス
テナビリティ」
「AI」の3分野
に注力。セキュ
リティビジネスを
25年から3年
で2倍とする計
画(日本法人)

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2020年
7.9％、2021年7.1％、
2022年6.6％、2023
年％5.9％、2024年
(Q2)5.8％

SASEエッジ、ゼロトラス
ト製品(セキュリティ事
業)

あらゆるものをセキュアにつな
ぎ、顧客が満足する成果と体
験を実現。
「AI時代のビジネス変革」「テ
クノロジーで安心・安全につな
ぐ」、「持続可能な未来の創
造」に注力。

プラットフォームと
スイート、ネット
ワークセキュリティ、
デバイスセキュリ
ティ、ユーザーセ
キュリティ、クラウ
ドセキュリティ、ア
プリケーションセ
キュリティ、分析
など

Cisco
（米国カリフォルニ

ア州）

動向事業者
（本社所在地） 今後の展望市場独占率主な収益源事業戦略ビジネスの範囲

エージェント型
AIを活用した
セキュリティ運
用ソリューション
など、AIをの活
用を強化。

世界サイバーセキュリティ
市場シェア、2023(Q2)
年3.8%、2024(Q2)年
4.5%

クラウドネイティブプラット
フォームFalcon

企業のエンドポイント セキュリ
ティ、セキュリティおよび IT 運
用、マネージドセキュリティ
サービス、可観測性、クラウド
セキュリティ、アイデンティティ
保護、脅威インテリジェンス、
データ保護、サイバーセキュリ
ティ生成 AI など、29のクラウ
ドモジュールSaaSモデルで提
供

エンドポイントセ
キュリティ、クラウ
ドセキュリティ、ア
イデンティティ保
護、マネージド
サービス、脅威イ
ンテリジェンス、セ
キュリティIT運用、
マネージッドサー
ビスなど

Crowd
Strike

（米国テキサスア
州）
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8 節 ICTの新たな潮流 
8-1. 自動運転 
自動運転とは、システムが運転操作に関わる操作を人間に代替して行い、車両を自動で走

らせることを指す。 
世界の自動運転の市場規模は、2024 年に 400 億ドルを超え、2029 年には約 1,100 億ドル

の規模に達すると予測されている。 
 

図表：世界の自動運転の市場規模 

 
*の付された年は予測値となっている。 

出所：Statista151 
 
国内における自動運転の社会実装については、2023 年 5 月 12 日に福井県永平寺町で実

施された実証実験において、道路交通法に基づく特定自動運行の許可が国内で初めて取得
されて以降、レベル 4の自動運転（特定条件下における完全自動運転）に向けた取組が進ん
でいる。 

HANEDA INNOVATION CITY（羽田イノベーションシティ）では、2024年 8⽉1日か
ら自動運転バス「NAVYA ARMA（ナビヤ アルマ）」（仏 Navya 社製）の運行を開始した。
快晴時のみレベル 4 運行となっており、予約なしで誰でも利用できる 152。 
茨城交通（水戸市）が茨城県日立市内で運行するひたち BRT（バス高速輸送システム）

 
151 https://www.statista.com/statistics/428692/projected-size-of-global-autonomous-vehicle-market-by-

vehicle-type/ 
152 https://haneda-innovation-city.com/news/2024/08/08/2685/ 
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では、2024 年度中に運転席に運転手が座った有人状態でのレベル 4 による営業運転の開始
を目指し、2024 年 11 月 18 日から 2025 年 1 月 31 日まで中型自動運転バスによる試験走
行を実施した 153。 
塩尻市では、2025年 1 月 23 日から 2 月 7 日にかけて、ティアフォー製「Minibus」を使

用して、塩尻駅と塩尻市役所間の歩行者と一般車両が混在する一般公道でレベル 4 の自動
運転の実証実験が行われた 154。 
自動運転に関する研究開発については、経済産業省が 2021 年度から「RoAD to the L4」

というプロジェクトを進めている。この名称には「自動運転レベル４に代表される、高度な
自動運転を用いた移動・物流サービスの実現・普及に向けた道をつくる」という意味が込め
られており、①遠隔監視のみ（レベル４）自動運転 サービスの実現②公道交差を含む専用
道区間等におけるレベル４自動運転サービスの実現③高速道路における高性能トラックの
実用化④混在空間でインフラ協調を活用したレベル４自動運転サービスの実現の 4 つのテ
ーマの研究開発等が進められている 155。 
研究開発は大学でも行われており、東京大学の次世代モビリティ研究センターは、同研究

所が責任部局を担う「東京大学 モビリティ・イノベーション連携研究機構」の活動を推進
している。ここでは自動運転技術による新たなモビリティの可能性に対して文理融合で取
組んでおり、車内に運転者を必要としない自動運転によるモビリティ・サービスの実現に向
けた検討を進めている 156。2024 年 11 月には三重県多気町との相互協力・連携に関する基
本協定を締結し、自動運転バスなど地域の交通および文化・産業の振興、特色あるまちづく
りに関する研究を実施している 157。慶應義塾大学の SFC 研究所はソフトバンク先端技術研
究所と共同で、湘南藤沢キャンパス内を循環する自動運転バスの運行高度化に向けて、デジ
タルツインを活用した研究開発を行っており、2025 年度にレベル 4 の自動運転での運行を
目指している 158。 
民間企業では自動車メーカー、通信会社、ベンチャー企業等で研究開発が行われている。

トヨタは自動運転/先進運転支援システム（ADAS）を安心・安全な車両を実現するための
方法の 1つと位置付けており、2024 年 11 月からNTT と協業してデータセンターや通信・
AI の基盤を両社で構築し、車両とインフラを協調させて事故を防ぐシステムや AI エージェ
ントの開発に取り組んでいる 159。ホンダは自動運転の研究開発にロボティクス技術を活用

 
153 https://www.city.hitachi.lg.jp/machizukuri_kankyo/kotsu_doro/1002832/1014694.html、

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCC027HO0S4A201C2000000/ 
154 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000085.000040119.html 
155 https://www.road-to-the-l4.go.jp/ 
156 https://www.u-tokyo.ac.jp/adm/uci/ja/projects/cyber/project_00022.html 
157 hhttps://utmobi.u-tokyo.ac.jp/wp-

content/uploads/2024/11/%E4%B8%89%E9%87%8D%E7%9C%8C%E5%A4%9A%E6%B0%97%E7%
94%BA%E3%81%A8%E3%81%AE%E5%9F%BA%E6%9C%AC%E5%8D%94%E5%AE%9A%E7%B
D%B2%E5%90%8D%E5%BC%8F_v1.pdf 

158 https://www.softbank.jp/sbnews/entry/20230619_02 
159 https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00001/09937/ 
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しており、2025 年 1 月のテクノロジー見本市「CES」で発表された独自開発 OS には人型
ロボット「アシモ」の技術が応用されている。OS は自動運転ソフトの基盤となるもので、
独自開発の AI が搭載されており、将来的にはレベル 4 の自動運転実現を目指している 160。 
特徴的なのは株式会社ティアフォーの取組であり、オープンソースを活用した自動運転

についての研究開発を行っている。2024 年 10 月には、東京大学大学院工学系研究科松尾・
岩澤研究室における研究成果の開発・実装を担う松尾研究所と共同で、自動運転レベル 4の
運行設計領域を飛躍的に拡大させるための生成 AI 開発を開始した 161。 
上記のように、自動運転技術については、従来のルールベースによるものから、AI 技術

を用いる仕組みへとシフトしつつある。決まったルートやエリアを走行する用途だけであ
れば、ルールベースでも十分に自動走行を実現できると考えられるものの、都市部や混雑エ
リアの走行などイレギュラーな状況が発生し得る状況においては、AI を用いる方が効果的
であると考えられる。ただ、AI の判断はブラックボックスであり、再現性などの観点も考
慮すると、ルールベースと AI ベースが共存しつつ、研究開発が進むものとみられる。 

 
図表：自動運転技術のシフトチェンジ 

 
出所：「防衛装備庁技術シンポジウム 2024」講演資料 162 

 
8-2. 分散型 ID 
分散型 ID は、中央集権的な ID 発行者に依存することなく、ユーザ自身が管理するデジ

タル IDである。 
我が国における分散型 ID の実用化の事例としては、2022 年 7 月に大阪府豊能町で開始

された商用サービスがある。分散型 IDはスマホ内に格納され、デジタル商品券利用時に用
いられる決済アプリで活用された 163。 

2023年 3 月に設立されたビジネスコンソーシアム「DID／VC 共創コンソーシアム」は、
分散型 ID とデジタル証明書の社会実装と普及を促進する相互運用ルールの整備と、社会課

 
160 https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN270940X21C24A2000000/ 
161 https://tier4.jp/media/detail/?sys_id=6UQblxseKbqGhwFOd0573W&category=NEWS 
162 https://www.mod.go.jp/atla/research/ats2024/pdf_oral_matl/1112_1550_ss11.pdf 
163 https://digitalplatformer.co.jp/220607002/ 
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題の解決による社会貢献やビジネス共創に取り組んでいる。2024 年 6 月には本人確認分科
会が設立され、分散型 IDとデジタル証明書を活用した新しい本人確認の在り方の有効性と
実現性の検証が進められている 164。 

2024年 7月には、Digital Platformerが分散型 ID基盤を用いたサービスを提供開始した。
これは、分散型 ID 基盤を、アクリートが提供する「SMS コネクト」を API 連携させ、SMS-
OTP（ワンタイムパスワード）による携帯電話番号の所有物認証の結果をデジタル証明書
とするサービスである 165。 
大日本印刷は 2024年 10 月に、分散型 ID に基づくデジタル証明書の発行・検証を構築す

るプラットフォームを提供開始した。これにより、ユーザは自身のアイデンティティ情報を
主体的に管理し、プライバシーを保護しながら企業・団体等に自身の本人情報を開示するこ
とができる 166。 

2025年 1 月には、大和総研と Recept が分散型 IDとデジタル証明書技術を活用した自己
主権型デジタル証明書サービス提供に向けて基本合意したと発表した。このサービスによ
って、本人確認書類の情報をデジタル化してユーザのスマートフォン上に保管しておくこ
とで、ユーザは本人確認情報のうち、開示が必要な最小限の情報だけを選択して提出するこ
とができるようになる 167。 

NEC は、2025年に開催される大阪・関西万博において、メディアアーティストの落合陽
一氏がプロデュースするシグネチャーパビリオンに、分散型 ID 技術と生体認証技術を組み
合わせた確実な本人性を担保する DID/VC ソリューション「NEC Digital Identity VCs 
Connect」を提供する 168。 

 
8-3. ロボット 
ロボットは、多種多様な種類があり、産業、家庭、医療、エンタメ等様々な分野で利用さ

れている。特に AI や自律型ロボットの進化により、さらに高度なロボットが登場すること
が期待されている。 
本節では産業用ロボットとサービスロボットの世界市場規模と見通し、研究開発動向、社

会実装の事例について取り上げる。 
 
■市場規模 
 世界のロボット市場は、2022 年に 340.6 億ドルであったが 2028 年には 451 億ドルまで
増加すると予測されており、2022年から 2028 年の年平均成長率（CAGR）は 4.8％である。
内訳をみると、サービスロボットは 2022 年に 257.3 億ドルから 2028 年には 346.9 億ドル

 
164 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000159.000036656.html 
165 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000035.000059855.html 
166 https://www.dnp.co.jp/news/detail/20175577_1587.html 
167 https://www.dir.co.jp/release/2025/2025012201.html 
168 https://jpn.nec.com/press/202412/20241225_01.html 
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（CAGR は 5.1％）、産業用ロボットは 2022 年の 83.3 億ドルから 2028 年には 104.1 億ド
ル（同 3.8％）に増加する見込みである。2016年からの市場規模の推移をみると、サービス
ロボットが市場全体の成長を牽引していると言える。 
 

図表：世界のロボット市場規模の推移及び予測 

 
出所：Statista169 

 
産業用ロボットは、製造や生産の現場でさまざまな作業を行うために設計された、自動化

されたプログラム可能な機械である。これらのロボットは、組立、溶接、塗装、梱包、マテ
リアルハンドリングなどの作業において、プロセスの合理化、効率の改善、精度の向上、人
手の削減を実現するために使用される。産業用ロボットの主な用途は、自動車、エレクトロ
ニクス、飲食品、金属加工、ロジスティクスなどとなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
169 https://www.statista.com/forecasts/1384829/global-robotics-revenue-by-category 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
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図表：産業別ロボットの産業別利用用途・効果 
産業別 利用用途・効果 
自動車 溶接、塗装、組み立てなどの作業。 

生産性を向上させ、一貫した品質を確保することで、生産ミ
スや無駄を削減する。 

エレクトロニクス産業 回路基板の組み立て、半導体製造、家電製品の製造等。 
ロボットは品質検査にも使用され、高度なビジョンシステム
を活用して欠陥を検出し、製品が厳しい基準を満たしている
ことを確認できる。 

飲食品業界 包装、パレタイジング、仕分け、加工などの作業。 
食品と人間の接触を最小限に抑え、汚染のリスクを低減し、
全体的な安全性を向上させる。 

金属加工・製造業界 切断、溶接、曲げ、機械加工などの作業。 
重作業に必要な力と精度を提供し、生産性と作業者の安全性
を向上させる。 

物流・倉庫管理 産業用ロボットがピッキング、梱包、仕分け、マテリアルハ
ンドリングなどの作業。サプライチェーンの効率を改善し、
e コマースや小売部門における迅速で正確な配送サービスに
対する需要の高まりに応えるのに役立つ。 
出所：Global Industry Analysts, Inc. 

 
次に、サービスロボットとは、家庭、医療施設、物流、顧客サービスなどさまざまな場

面でタスクを実行し、人間を支援するように設計された自律型ロボットや半自律型ロボッ
トである。今後は、AI と機械学習の進歩、自動化需要の増加、顧客体験の向上に対する嗜
好の高まり等により市場が拡大していくと見込まれている。サービスロボットの利用によ
り、効率性を高め、人間の作業負担を軽減し、安全性を促進し、サービス提供の改善とコ
スト削減に貢献する可能性がある。サービスロボットの利用用途は、業種別に多様であ
る。 
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 図表：サービスロボットの産業別の利用用途 
産業別 利用用途・効果 
自動車 ロジスティクスやマテリアルハンドリング 
ヘルスケア・医療 患者管理 
物流 ロジスティクスにおける倉庫作業 

出所：Global Information170 
 

■研究開発動向 
 CRDS（研究開発戦略センター）によると、海外の政府におけるプロジェクトでは、AI や
ロボットに対して大規模投資を行っているが、現時点では AI 基盤モデルの登場等 AI の進
展を踏まえた新たな AI ロボット研究のプロジェクトは開始していない。 
現在海外で推進されている AI ロボット基盤モデルで実現できているのは、認識系と制御

系の行動計画や動作生成の一部である。実世界で働くためは、実環境への適応能力や自律性、
器用さ、リアルタイム性など Physical な課題も多い。さらには、人と協働するための安全
性、信頼性の担保も必要であることも指摘されている。 
 

図表：海外の AI ロボットの研究開発動向と日本の対応について 

 
出所：文部科学省「AI ロボットの研究開発動向（米欧中）」（2024 年 5月 16 日）171 

 

 
170 グローバルインフォメーション「サービスロボットの市場：コンポーネント、動作環境、用途別-

2025-2030 年の世界予測」（2024 年 12 月 13 日）https://newscast.jp/news/9758766 
171 https://www.mext.go.jp/content/20240516-mxt_kiso-000035946_8.pdf 
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 内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第 3期「人協調型ロボティクス
の拡大に向けた基盤技術・ルールの整備」では、AI ロボットの研究開発について 2点のサ
ブ課題とそれに紐づく研究開発テーマ、そしてサブ課題外の「SIP での取組」以外の SIP
と連携した取り組みで構成される。 
 

図表：「人協調型ロボティクスの拡大に向けた基盤技術・ルールの整備」全体構成 

 

出所：戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 
  
サブ課題 1 では「人・AI ロボット・情報系の HCPS 融合技術のシステム化基礎技術開

発」、「人協調ロボティクスにおける環境認知系基盤技術開発」、「人協調ロボティクスの移
動系基盤技術開発」、「人協調ロボティクスにおける HCPS 要素技術研究開発」、「人協調ロ
ボティクスのスマホアプリ・データ連携系基盤技術開発」の 5点を設定しており、人協調
ロボティクス領域における基盤技術開発を行うものとしている。 
 サブ課題 2では「超高齢社会における世代を超えた人々が直面する社会課題の解決に向
けた HCPS融合人協調ロボティクスの社会実装技術開発」、「住宅・ビル等の人協調ロボテ
ィクスの社会実装技術開発」、「生活空間での人協調ロボティクスの円滑な導入・活用・メ
ンテサービスの社会実装技術開発」の 3 点を設定しており、人協調ロボティクス領域にお
ける社会実装技術開発を行うものとしている。 
サブ課題外では人協調型ロボティクスの環境整備（導入促進ルール形成等）・社会受容

性向上に向けた調査・シナリオ構築・シンポジウム等、新産業連携体活動（シンポジウ
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ム、会議等）、教育機関・協会・企業等との連携（人材育成機関、教育認定制度）、実践的
OJT等を設定しており、「SIP での取組」以外の SIP と連携した取り組みとして行うもの
としている。 

AI ロボット・情報系が融合複合された技術は日本がトップクラスの状況にあるが、サブ
課題 2 と一体的に連動させながら基盤技術開発を推進している 172。 
また、2024 年 12 月には一般社団法人 AI ロボット協会（AI Robot Association：

AIRoA、理事長は早稲田大学 理工学術院 基幹理工学部 表現工学科教授 尾形哲也氏）が
設立された 173。本協会は、AI とロボット技術の融合によるロボットデータエコシステム
構築を目指している。事業内容は、AI ロボットの開発促進のための取り組みとして、1. 
基盤モデル開発に必要なデータの収集・保管・管理・公開、2. 基盤モデル・個別モデルの
開発・運用・公開、3. 開発コミュニティの運営である。加えて、AI ロボットの社会普及
のための取り組みとして、1. AI ロボットによる効率化効果の計測・公開、2. AI ロボッ
トの安全性評価の検討・公開である。 
この協会が、設立された背景としては、ロボットの基盤モデルの研究がこれから進化す

る局面にあり、米国や中国等の主要国ではデータを集める競争になっているからである。
従来の専用機としての産業用ロボットは引き続き活用され続けるが、一方で、生成 AI の
技術革新により自分で学習可能なインテリジェンスロボットの発展が期待されている。こ
れにより、介護・福祉分野や人間が行うには危険を伴う製造分野での業務等、多様なシー
ンでの利活用が広がることが期待されている。これは、携帯電話業界に例えると、従来の
産業ロボットはガラケー、今後登場する AI ロボットは iPhone であり、前者は専用機であ
り、後者は汎用性のある機器で用途が広がっていくものである。このような現状認識をも
つことが重要であると考えられている 174。 
なお、本協会は大学の研究者（アカデミア）、民間企業が連携し、皆でデータと基盤モ

デルを共有して取り組みを推進していく方針である。また、日本は、高齢化、人手不足等
課題先進国であり、多様な産業分野でロボット活用を行ってきた経験値がある。この経験
値は、ロボットの社会実装においては、どのようなシーンや用途でロボットを活用できそ
うかについて考えていく上で、非常に有効であり、そこに日本の国際競争力向上に向けた
土壌があると評価されている 175。 

 
■社会実装 
 次に、社会実装の事例を 3事例取り上げる。 

1 番目の事例としては、ugo（ユーゴ－）社の案内ロボット「ugo」である。 

 
172 SIP「人協調型ロボティクスの拡大に向けた基盤技術・ルールの整備」

https://sip3.nedo.go.jp/robotics/issue/index.html 
173 https://www.airoa.org/ja 
174 早稲田大学 尾形哲也教授へのヒアリングによる。 
175 早稲田大学 尾形哲也教授へのヒアリングによる。 
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まず、ugo社の変遷や自立走行ロボットが普及するための環境整備となったアナログ規
制の見直し、そして ugo社のロボットの強みについて取り上げる。 

ugo社は 2018 年 2 月に設立された自律走行による移動が可能な業務ロボットとそれを
コントロールするプラットフォーム（誰でも簡単にロボットの遠隔操作・モニタリング等
が可能になる機能）を提供している。業務量セキュリティロボット分野ではマーケットシ
ェア 1 位を獲得している 176。アーム搭載型ロボットである ugo は、警備ロボット、点検ロ
ボットとして提供されており、日本全国で活用されている。点検業務では、データセンタ
ー、プラント、大規模ビル、工場等の施設で、電気室・機械室、ボイラールーム、生産設
備等の設備において各種メーターや外観点検、環境測定を行っている。 

 
図表 業務 DX ロボット「ugo」とロボット統合管理プラットフォーム「ugo 

Platform」 

 
出所：ugo社 

 
ugo社の変遷をみると、2018，2019 年には家事代行向け実証実験で、2020年には警備

向けの実証実験で試作機を提供した。2021年には警備 DXのツールとして警備支援ロボッ
ト、2022年、2023 年には点検 DX のツールとして定見市場に横展開し、2024 年には適用
業務の拡大により対象市場を拡大してきた。この背景の一つには政府規制の緩和があっ
た。具体的には、2022年 6 月にデジタル臨時行政調査会が人による目視や常駐などを義務
付ける「アナログ規制」の見直しを進める方針を提示し、2023年 6 月にデジタル原則を踏

 
176 富士経済「2024 年版ワールドワイドロボット関連市場の現状と将来展望 サービスロボット編」 
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まえたアナログ規制の見直しに係る工程表を公表した 177。これにより、点検や保全のスマ
ート化、つまり点検や保全分野でのロボット活用が加速すると予想されている。 

ugo社のロボットの特徴は、ICT業界のように「垂直統合」ではなく、「水平分離」の考
え方を導入している点である。具体的には、あらかじめすべての機能を 1つのハードウェ
ア（ここではロボット）に搭載するのではなく、最低限の機能ではじめは提供することに
より初期コストを下げ、必要に応じてカスタマイズしてもらうようにしている。例えば、
温度センサーは全てのロボットを導入する現場で必要になるわけではなく、USB 端子を付
けて温度センサーを接続できるようにしておけば良いということになる。多様なセンサー
を搭載すると、ロボットの価格の上昇につながるからである。 

ugo社の案内ソリューションとして自動案内機能やQ&A 管理機能等を持つロボットを
用いた実証実験が開始されている。具体的には、大阪市高速電気軌道（Osaka Metro、大
阪メトロ）とNTT 西日本グループ、NTT コミュニケーションズ、ugo が、案内ロボット
「ugo」とNTTが開発する大規模言語モデル（LLM）「tsuzumi」など複数の生成 AI を用
いた社会実験を実施した。同実験は 2025 年国際博覧会（大阪・関西万博）を訪れる国内
外からの観光客の増加を予想し、多言語による質問へ迅速に対応する能力の強化を模索す
るものである。 
駅構内の店舗に配置する ugoが、案内ロボットとして適切な役割を果たせるか、様々な

言語で顧客と対話できるかなどがポイントとなっている。場所は Osaka Metro御堂筋線の
梅田駅構内のポップアップ型販売店舗「Metro Opus 梅田店」で、2025 年 1月 15 日から
同年 3 月 15 日まで実施している。ugo と生成 AI を組み合わせて、ugoが多言語で対話で
きるようにする。対応言語は日本語と英語、中国語、韓国語である。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
177 「アナログ規制」とは、 人による目視確認、対面での対応、書面の提出・保管、常駐義務など、デジ

タル技術の活用を妨げるような規制 のことを指す。従来の制度では、安全確保や円滑な業務遂行のた

めに「人が常に現場にいる」「書類を紙で提出する」といったルールが多く存在していしたが、デジタ

ル化が進む中で、こうした規制は非効率的であるとの指摘があった。政府は 2021 年に「デジタル臨時

行政調査会」を設置し、デジタル社会の実現を目指した構造改革に取り組んできた。このデジタル臨

時行政調査会は 2022年 6 月「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」を策定し、具体的に

アナログ規制の見直しを進める方針を発表した。このような動きによりデジタル庁は 2022 年 12 月

に、さまざまなアナログ規制が該当する法令 9669 条項を 2024 年 6 月までに見直す方針と工程表を取

り決めた。 

https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee 
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図表：多言語対応の案内ロボット「ugo」と生成 AI「tsuzumi」等を使用した社会実験 

 
出所：NTT西日本 178 

 
2 番目の事例としては、Pudu Robotics（中国）が発表した、同社初の二足歩行型ヒュー

マノイドロボット「PUDU D9」がある。「PUDU D9」は、完全なヒト型に設計されてお
り、「人間として生まれる」をコアデザイン理念としている。サイズは、身長 170cm、体
重 65kg で、全身の関節は 42 自由度を持つ。また、20kg 以上の荷重に対応する 7 自由度
のロボットアームを 2本、11 自由度の 5 本指も持っている。 

 
図表：PUDU D9 

 
出所：Pudu Robotics社 179 

 
「PUDU D9」は大人と同等の速度 2m/秒で二足歩行し、階段、坂道、足元の悪い道な

 
178 大阪市高速電気軌道、NTT 西日本グループ、NTT コミュニケーションズ、ugo「Osaka Metro 御堂

筋線梅田駅で多言語対応の案内ロボット「ugo」と生成 AI「tsuzumi」等を使用した社会実験を行い

ます」 
 https://www.ntt-west.co.jp/news/2501/250108a.html 

179 https://www.pudurobotics.com/jp/news/1017 
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ど様々な地形に対応可能である。また、生活環境での作業時に発生する騒音のリスクを軽
減するため、超軽量歩行を実現するアルゴリズムを搭載している。さらに、業界をリード
する技術である視覚的ナビゲーションを採用している。これにより、高精度センサーを通
じて周囲の地形や知覚情報を包括的に取得し、リアルタイムで 3D マップを構築すること
ができる。長年にわたる研究開発と製造により蓄積されたノウハウと、自社開発の深層強
化学習アルゴリズムに基づき、豊富なデータを迅速に学習し成長することで、様々なタス
クを計画・実行する。 

3 番目の事例としては、CoLab（コラボ、川崎市中原区）社が推進している、AI を活用し
たロボットシステム「AI Servo Robot System」の構築である。このシステムは、独自の自律
型 AI とビジュアルサーボ、センシングサーボを組み合わせ、高精度な作業を実現している
180。大手自動車と電子機器メーカーに提供しており、組み立て工程の「挿入」と「ネジ締め」
を自動化できる。AI によりロボットを制御するため、サイズや部品位置が異なる多品種少
量生産が可能になる。 
視覚センサー（カメラ）と力覚センサーで取得した視覚・触覚情報を AI が認識し、ロボ

ットの動作を自動生成する。寸法許容差 0.1 ミリメートル以下の精度が要求される組み立て
作業に対応できる 181。AI によりロボットを制御するため、サイズや部品位置が異なる多品
種少量生産が可能となる。現在の対応用途としては、「ネジ締結」、「FPC 挿入」、「軟体物の
把持」、「金属構造物の組立」がある。 

 
            図表：CoLab 社のロボットシステム 

 
出所：CoLab社 182 

 
そのほか AI 搭載のロボット事例としては、製造業、医療、物流・倉庫、サービス業、農

業、警備・監視等多様な業種で利用されている。 

 
180 株式会社 CoLab「産業用 AI ロボット研究開発の CoLab 独自の自律制御ロボット製品「AI Servo 

Robot System」 本格リリース」

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000136737.html?utm_source=chatgpt.com 
181 日刊工業新聞「CoLab、組み立て工程に AI 導入」（2025 年 1 月 27 日） 
  https://www.nikkan.co.jp/articles/view/00738048 
  CoLab 社 https://colab.co.jp/product/robot/ 
182 https://colab.co.jp/product/robot/ 
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図表：AI 搭載のロボット事例 

 
出所：各種公表情報より作成 

 
8-4. 産業向けメタバース 
広義のメタバース（VRを活用するメタバースだけではなく、AR・MR の活用も含む）の

市場規模については、三菱総合研究所の調査レポートによると、2025年には約 4兆円、2030
年には約 24兆円に達するポテンシャルがあると予測されている。内訳をみると、最も大き
なシェアを持つのはゲーム・エンターテイメント分野であるものの、産業用途である「医療・
健康」、「製造現場」、「オフィスワーク」、「観光」、「土木・建築」、「ロジスティックス（物流）」、
「リテール（小売）」、「教育」を合計するとゲーム・エンターテイメント分野の 3 倍超にな
ると見込まれている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特徴用途事業者名・サービス名業種
双腕型の協働ロボットで、AIによる学習機能を備え、
人と安全に作業を分担可能

組み立て作業や精密
な作業のサポート

ABBのYuMi（ユーミー）
https://new.abb.com/products/robotics/ja/industrial-
robots/collaborative-robots/yumi/irb-14000-yumi

製造業

AIにより機械の稼働データを分析し、効率や精度
を向上させる

自動車部品の加工・
組み立て

Fanucのロボットアーム
https://www.fanuc.co.jp/ja/product/robot/

AIが術中の動きを解析し、医師の操作をサポートし
ながら正確な手術を実現

外科手術の補助Intuitive Surgicalのda Vinci Surgical System
https://www.intuitive.com/ja-jp/products-and-services/da-vinci

医療

AIによるナビゲーションで効率的に床掃除を行う病院での清掃業務SoftBank RoboticsのWhiz
https://www.softbankrobotics.com/jp/product/whiz/

AIが最適なルートを計算し、効率的な商品のピッキ
ングや配置を実現

倉庫内での商品運搬Amazon Robotics（旧Kiva Systems）
https://www.aboutamazon.com/news/innovation-at-amazon/the-
story-behind-amazons-next-generation-robot

物流・倉庫

AIで物体認識を行い、自動で荷物を移動させる。荷物の積み下ろし作
業

Boston DynamicsのStretch
https://bostondynamics.com/products/stretch/

顔認識や自然言語処理を通じて、人とのコミュニ
ケーションを可能にする

接客、教育、介護SoftBank RoboticsのPepper
https://www.softbankrobotics.com/jp/product/pepper/retail/?_gl=
1*8mvlb7*_ga*NDU4MTE3OTE4LjE3Mzc5NTQ4Njg.*_ga_4MD1NX
TN7F*MTczNzk1NDg2Ny4xLjAuMTczNzk1NDg2Ny4wLjAuMA..

サービス

AIで店内の環境を認識し、安全に料理を運ぶ飲食店での料理運搬Bear RoboticsのServi
https://jp.bearrobotics.ai/servi

AIが植物を認識し、必要な箇所にだけ農薬を散布
することでコスト削減と環境負荷軽減を実現。

農薬の散布。Blue River TechnologyのSee & Spray
https://www.bluerivertechnology.com/

農業

AIで異常行動を検知し、リアルタイムで警報を発す
る

パトロールや防犯監視KnightscopeのK5
https://www.knightscope.com/products/k5

警備・監視

AIが異常音や動きを検知して、警備員に通報商業施設やオフィスの
巡回

ALSOKのセキュリティロボット
https://www.alsok.co.jp/corporate/robot/reborg-x/
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図表：分野別の国内メタバース市場規模の予測 

 
出所：三菱総合研究所 183 

 
 産業向けメタバースに係る研究開発については、ネットワークの課題（遅延や伝送速度）
への対応が検討されている。メタバース等におけるレンダリング（データを処理または演算
することで画像や映像を表示させること）については、手元のデバイスでレンダリング処理
を行う（1）ローカルレンダリング、クラウド側で行う（2）クラウドレンダリング（リモー
トレンダリング）、エッジサーバで行う（3）MECレンダリングがある。それぞれを比較す
ると、（1）は高性能なデバイスが必要となるものの、軽量のオブジェクトデータを通信する
だけなのでネットワーク負荷は抑えられる。（2）は処理性能の低いデバイスでも利用できる
ようにクラウドで処理した映像・音声データを送るため、ネットワークの負荷が増える。そ
れらに対して、（3）はユーザに近い場所で処理を行うことで映像・音声を高速かつ低遅延で
デバイスへ届けることができ、端末の処理もクラウドの処理もネットワークの負荷も減ら
すことができると考えられる。また、負荷の関係だけではなく、特定の端末にアプリケーシ
ョンをインストールしたくないというケースも存在し、クラウドや MEC の活用は進むもの
とみられる。特に遅延を気にする産業向けの用途では MEC の活用が想定される。 
 
 

 
183 https://www.mri.co.jp/knowledge/column/20221122.html 
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図表：レンダリングによる違い 

 

出所：総務省「Web3時代に向けたメタバース等の利活用に関する研究会（第 6 回）」塚田
構成員御発表資料 184 

 
 また、In-Network Computing と呼ばれる、アプリケーションレイヤーの処理機能をネッ
トワーク内のデータ転送機能に移譲し、遅延や端末の消費電力を低減しつつ、高性能・高機
能なサービスを実現する技術コンセプトも検討されている。ネットワーク内にあるスイッ
チなどの装置へ情報処理をオフロードすることで、端末の負荷を低減することが期待され
る。NTT、NTTドコモは、モバイル端末の特性や通信状態に応じてネットワーク内に専用
コンピューティング機能を構築し、高性能なアプリケーションを低遅延で利用できること
を世界で初めて実証した 185。3D の描画で高機能なデバイスを必要とするメタバースなど
において、スマートグラスのように端末機能を簡素化しながら高度なサービスを低遅延に
提供することが可能となると期待される。 
 
 
 
 
 
 
 

 
184 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/metaverse/06_siryou.html 
185 https://group.ntt/jp/newsrelease/2024/02/21/240221a.html 
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図表：モバイルネットワークとコンピューティングの融合 

 
出所：NTT、NTTドコモ 186 

 
社会実装については、様々な業種・用途でメタバース（AR・MR・VR）の利活用が進め

られている。 
 
○農林漁業 
 農林漁業では、特に若手の就業者が不足しており、担い手不足の解消と技術の継承の促進
などを目的にメタバースの活用が進んでいる。例えば、農業分野では ARグラスを用いて作
業の指示をすることで、初心者であっても熟練者並みの作業をすることができると期待さ
れる。 
 具体的な事例として、東京都農林水産振興財団、東日本電信電話株式会社、NTTアグリ
テクノロジーの三者により、ARとローカル 5Gを活用した遠隔指導の実証が 2019年～2022
年に行われた。遠隔地にいる研究員（指導者）が、スマートグラスの映像などに基づき、栽
培員の疑問に答えたり、作業の指示をしたりすることによって、栽培未経験者でも高い収量
を実現し、未経験でも安心して新規就農ができることと、一人の専門家でより多くの生産者
のサポートが可能であることが実証された 187。 
 
○製造業 
 製造業では、生産・製造現場において作業効率化・品質向上や訓練・研修などの用途で活
用が進んでいる。例えば、VR ゴーグルを用いて様々な条件下での点検・診断を体験するこ
とで研修の高度化・効率化が図れると期待される。 
 具体的な事例として、産業用ソフトウェアを手掛けるフランス Dassault Systemes（ダッ

 
186 https://group.ntt/jp/newsrelease/2024/02/21/240221a.html 
187 https://www.tokyo-aff.or.jp/uploaded/attachment/10963.pdf 

東京都（産業労働局）が東京都農林総合研究センターの運営を財団法人東京都農林水産振興財団に委

託している。 
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ソー・システムズ）は、工場の生産設備や自律搬送ロボット（AMR）などを仮想空間内に
再現し、製造ラインのレイアウト検討や設備の動きをシミュレーションするサービスを展
開している 188。現実世界で実行する前に、リスクのない仮想環境で工場レイアウト、ワー
クフロー、アセット、リソースを計画および最適化できることがメリットであり、未来の工
場（The Factory of the Future）と呼んでいる 189。 
 三菱重工株式会社では、Microsoft 社の MRグラス HoloLens 2 を活用し、航空機・船舶・
プラント等の大きな部品・構造物に対してその 3D モデルを精度良く重ね合わせ表示する
技術や現場での組立て・検査作業を効率的に行うための技術を開発。グラスのディスプレイ
に、作業指示情報を表示したり、部品を取り付ける位置や部品番号を表示したりすることが
でき、作業効率化や品質が向上している 190。 
 

図表：組立て・検査作業での活用イメージ 

 
出所：三菱重工技報「MR グラス活用による現場作業効率化」191 

  
 ダイキン工業株式会社では、Microsoft 社が提供するメタバースプラットフォーム
「Microsoft Mesh」上に空調機点検・診断ができる仮想空間を構築し、サービスエンジニア
向けの体験型研修を 2024 年 10 月より開始している。従来は現場のOJTでしか学ぶことが
できなかった経験教育を仮想空間で提供することや、遠隔から集合型研修・共同作業体験を
可能にすることで、研修の高度化・効率化を図っている 192。 

 
188 https://www.3ds.com/ja/cloud/integrated-solution-manufacturing-line-design 
189 https://www.3ds.com/ja/products/delmia/industrial-engineering/virtual-factory 
190 https://www.mhi.co.jp/technology/review/pdf/593/593090.pdf 
191 https://www.mhi.co.jp/technology/review/pdf/593/593090.pdf 
192 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000768.000078149.html 
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○建設業 
 建設業では、メタバース空間内に建築物を再現したり、AR・MR 機能を活用して現実空
間にデジタル情報を重ね合わせたりすることによって、保守点検時間の削減を目指したり、
完成イメージのシミュレーション、内覧などの用途で活用が進んでいる。 
 具体的な事例として、清水建設株式会社は、2022 年 4 月に AR 技術を活用したリモート
中間検査システムを開発。その後、2024 年 2 月に遠隔地にいながら建物の諸検査を実施で
きるメタバース検査システムを開発した。クラウド上にある BIMデータと施工中建物の空
間をスキャンした 3 次元点群データを結合することでメタバース空間における建設物を構
築している。メタバース空間内のアバターは建物内や建物周囲の任意の場所に移動するこ
とができ、現実とは異なる視点からも検査をすることができるようになっている。また、従
来のように検査のために現地に出向くことが不要になるため、検査のための移動時間を削
減することができている 193。 
 大和ハウス工業株式会社は、2021 年 10月に戸建住宅における顧客のアプローチとして、
Web上でリレーションを図る「LiveStyle PARTNER」の運用を開始。その中で住宅展示場
を 360 度動画で閲覧できる「おうち VR 展示場」を展開し、2022 年 4月にはオンラインで
コミュニケーションが図れる業界初の「メタバース住宅展示場」を公開した。その後、コロ
ナ禍が落ち着いたこともあり、2023 年 12 月にスキルに関わらず誰でも VR データが簡単
に作成できるツール「VRプレゼンゲートウェイ」を全国で導入し、商談の場でのメタバー
ス利用を進めている 194。 
 
○運輸業 
 運輸や物流業界では、AR や MRを活用した倉庫作業の効率化や配送オペレーション、VR
を活用した教育や研修などの用途で活用が進んでいる他、駅を人々が集まる場として捉え
た新たなビジネス活用も検討されている。 
 具体的な事例として、西日本旅客鉄道株式会社は、2022 年 8 月に大阪駅をバーチャル上
に再現した「バーチャル大阪駅」を開業、2023 年 3 月に第 2 弾となる「バーチャル大阪駅 
うめきたワールド」をスマートフォン向けメタバース「REALITY」上で展開、2024 年 3月
に第 3 弾となる「バーチャル大阪駅 3.0」を「REALITY」上で展開。第 2 弾「バーチャル
大阪駅 うめきたワールド」では延べ約 600 万人のユーザが来場、第 3 弾「バーチャル大阪
駅 3.0」は開業からの約半年間で延べ 2,000万人を超えるユーザが来場するなど多くの利用
者を獲得しており、リアルのアセットをかけ合わせた新しいビジネスの種（リアルとバーチ
ャルの相互送客）の創出に取り組んでいる 195。 

 
193 https://www.shimz.co.jp/company/about/news-release/2024/2023063.html 
194 https://www.daiwahouse.co.jp/tochikatsu/souken/business/column/clm135.html 
   https://www.daiwahouse.com/about/release/house/20220420132807.html 
195 https://www.westjr.co.jp/company/action/region/list/2023121108.html 
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○電力業 
 電力業では、点検やメンテナンス、修理などの場面において、VRメタバースを活用する
ことによる情報共有や作業の高度化の他、AR・MR を活用することによる作業サポートな
どの用途で活用が進んでいる。 
 具体的な事例として、株式会社 JERA は、発電所の O&M(Operation & Maintenance)を
デジタル化（DX）する取組みの中で Microsoft 社と連携し、特定の火力発電所でトラブル
が発生した場合、世界中のエンジニアがメタバース上で課題解決できる共創空間の構築を
進めている。それにより、従来の「監視とトラブルへの対応」から、「データサイエンティ
ストとしての予知・予防」への転換が促され、現場のエンジニアは、新たな価値を生み出す
ことに注力できるようになっている 196。 
 
○小売業 
 小売業では、VR メタバースを活用した新たな顧客接点の構築やバーチャルファッション
（アバター）の販売、AR・MR を活用した購入支援（配置確認、メイク確認等）などの用
途で活用が進んでいる。 
 具体的な事例として、株式会社大丸松坂屋百貨店は、2020 年に「バーチャルマーケット」
に参加以降、バーチャル店舗の出店を進めており、2023 年 10 月に百貨店業界初となるオリ
ジナル 3Dアバターの販売を開始し、メタバースプロジェクトを本格的に事業化した。2024
年 7月からは、VRChat 内に大丸・松坂屋オリジナルワールドを公開し、アバターやデジタ
ル衣装を販売する BtoC事業と併せて、BtoB 事業もスタート。BtoB 事業は、株式会社 V と
ともに企業や行政がメタバース事業、特に VRChat に進出する際のサポートを行う取り組
みを進めている 197。 
 株式会社三越伊勢丹は、2021 年 3 月に新宿東口の一部エリアと伊勢丹新宿店を再現した
「REV WORLDS」を iOS/Android 向けスマホアプリとして公開。メタバース空間内の商
品を「三越伊勢丹オンラインサイト」に遷移した上で、実際に購入することが可能となって
いる。既存 EC では難しい顧客の体験価値（コミュニケーションを伴う買い物体験）をデジ
タル世界で実現することで、新しい価値を提供できると考えており、顧客に対しての提供価
値やその顧客理解のための分析にも取り組んでいる 198。 
 
○医療 
 医療、ヘルスケア業界では、VRを活用したリハビリ支援や手術体験、メンタルヘルスや
不安軽減への活用の他、病院内外とのコミュニケーション促進などの用途でも活用が進ん

 
196 https://www.jera.co.jp/action/discover/027 
197 https://www.daimaru-matsuzakaya.com/business/metaverse/ 
198 https://special.nikkeibp.co.jp/atclh/ONB/21/microsoft0812/ 
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でいる。 
 具体的な事例として、順天堂大学は、2022 年 11 月に日本アイ・ビー・エムと共同で構築
した「順天堂バーチャルホスピタル」をオープン。構築する際には、院内の写真 1万枚以上
を撮影し、CT・MRI などの医療機器の製造元から CAD 図面を入手、撮影画像と照らし合
わせて忠実に作りこみを行った。その後も機能追加や面会アプリ、AI 活用などを進めてい
る。その中で、順天堂大学メディカル・メタバースが目指すものとして以下の 3点が挙げら
れている 199。 
1. 順天堂バーチャルホスピタル：複雑な順天堂医院全体をメタバース化し、通院前に疑似

体験できるシステム 
2. Medical Meetup：メタバースの非日常空間で入院患者さんと家族や友人が自由にコミ

ュニケーションできる面会アプリ。メンタルヘルスケアへの応用も検証中 
3. メディカル・メタバースの将来展望：メディカル・メタバース空間が 1 つのプラットフ

ォームになり、さらなるエコシステムパートナーが生まれ、新たな医療サービスが生ま
れる好循環を作る。メタバースと医療 AI との融合が医療のデジタルツイン実現のカギ 

 
○教育 
 教育業界では、VR メタバースを活用した学習支援（実験、英会話などの習熟、文化体験
等）や各種イベント（入学式や体育祭）などの開催などの用途で活用が進んでいる。 
 具体的な事例として、学校法人角川ドワンゴ学園は、VR ゴーグルの Meta Quest 2 を普
通科の生徒一人ひとりに配布し、授業だけではなく、VR空間を活用した理科の実験や歴史
的遺産施設への訪問、面接練習や英会話レッスン、バーチャル体育祭、バーチャル修学旅行、
入学式などのイベントにも活用している。VR学習の生徒の満足度は高く、特に交流会にお
いては、参加した生徒の約 93％が「満足」と回答している 200。 
 
○行政 
 行政においても、地域の魅力 PR や観光客の集客の他、防災体験や各種マッチングイベン
ト（商談会など）の用途で活用が進んでいる。 
 具体的な事例として、横須賀市は、2023年 10 月から「メタバースヨコスカ」プロジェク
トを推進しており、メタバースプラットフォーム VRChat において 2 つのワールドを運営
するとともに、地元を巻き込んだ様々なイベントにより市の PR に貢献している。2024 年
12 月時点でのワールド累計訪問者数は、2 つのワールドを合わせて 18 万人を突破し、Booth
や公式サイトでスカジャンをはじめとするご当地アイテムの 3Dデータを無償で提供。特に
スカジャンの 3D データは、累計ダウンロード数が 5万ダウンロードを達成するなど、大変

 
199 https://chugai-pharm.jp/contents/za/049/33/09/?viewas=2 
200 https://nnn.ed.jp/news/blog/archives/13454/ 
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好評となっている 201。 
 豊田市は、2023 年 10月に市が抱える地域課題の調査、職員ワークショップ、ビジョン策
定、実証実験などを実施し、2024 年 3 月に「豊田市メタバース将来ビジョン」202を策定。
その後、2024年 12 月に仮想空間「メタバースとよた」をオープンし、インフラ的なものと
して位置づけながら、特定の課題解決に焦点を当てた活用ではなく、市全体で包括的に活用
する方針としている。 

 
図表：豊田市メタバース将来ビジョンのロードマップ 

 
出所：豊田市「豊田市メタバース将来ビジョン」203 

 
 
 

 
201 https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2150/nagekomi/202412_metayoko_xraward.html 
202 https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/kankyoumodeltoshi/1059195/index.html 
203 https://www.city.toyota.aichi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/059/195/02.pdf 
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